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21 世紀に向けて� …

気候変動や地震などは､人 類社会にとって､ 解明しなければならない緊

急の課題であり､その解明のために海洋の探求は極めて重要ですが､その

大部分は調査や観測の困難な領城として残されたままとなっています｡この

ため､海洋の開発利用に加え､海洋を通して地球を探求し､地球規模の課

題の解決を図ることは今日の科学技術の意義として､重妥なものであると

いえます｡また｡海洋科学技術を取り巻く内外の動向としては､地球温暖化

など地球環境問題の顕在化､ 海を地球と一体のものとして捉える考え方の

強まり､改治経済のグローバル化､ 強力な科学技術振興などがあり､海洋

科学技術に求められるものはさらに大きくなってきております。

この様な状況の中で､ 海洋科学技術センターにおいては研究のための

インフラストラクチャーも整備され､総合的研究費間としての領域横断研究

における役割が高まり｡センターオブエクセレンスとしての基盤が整いつつ

あります。

海洋科学技術を推進し､夢と神秘にあふれる海洋科学技術が皆椙にと

って身近なものとなり､大々の生活の質的向上と生命の安全に貫献するよ

う､海洋科学技術センターは21 世紀に向けて積極的に研究活動を展開い

たしますので､ 皆様の一層のご支援､ご指導を賜りますようお願い申し上げ

ます｡



センタ 一事業概要と長期計画について
企画部長

１。はじめに

海洋科学技術センターは､海洋科学技術センターの総合的な試験を行うことを目的に､昭 和46年

に成 立した海洋科学技術センター設置法に基づき､同年10 月に科学技術庁の特別認可法人とし

て設 立されました、

1｡1. 海洋科学技術センターの業務

･海洋科学技術に関し､多数部門の協力を要する総合的試験研究、

･海洋利学技術に関し､各種試験研究に共通して用いられる施設および設 備を保有し､これを海

洋科学技術に関する試験研究を行う者への提供｡

･淘洋科学技術に関する研修｡

･海洋科学技術に関する資料を収集すること｡

1｡２.研究開発推進の基本的な考え方

･科 学と技 術の融 合

･地球環境問 題への貢 献を目指した海洋 総 介プロジェクﾄの推進

･同内 外の海洋関 係機関との連 携･ 協力

･国際 共同 研究へ の 積極的 参加､国際 協力 体制の 推進による国 際 貢献

･ 外部に開 かれた研究 環境を整備し､岡 際的なセンターオブエクセレンス化

1｡３.平成10 年度からスタートした研究体制

1｡3.1.深海研究部

(1) 海 洋性プレートのダイナミクス

(2) 海 底の長期観測

1｡3.2.海洋観測研究部

(1)熱帯赤道域における海洋奴測技術の聞発及び奴測研究

(2)中高緯度抑域における海洋奴測技術の間発及び観測研究

(3)北怖淘城における海洋奴測技術の側発及び奴測研究

(4)海洋一人気柵互n;用に係る海洋奴測技術の開発及び奴測研究

(5)海洋の物質循環に係る海洋奴測技術の開発及び観測研究

１。3.3.海洋技術研究部

(1) 海洋調 査技術の研究開 発

(2) 海洋観測技術の研究開 発

(3) 海底下調査技術の研究開発

(1) 海洋エネルギー利用技術の研究開 発



1｡3.4.海洋生態･環境研究部

(1)海洋生態系変動機構の解明研究

(2)深海調査研究

(3)沿岸環境･利用研究開発

1｡3.5. フロンティア研究推進室

（１)深海環 境フロンティア研究

(2) 海 底 下深 部構造フロンティア研究

(3) 地球フロンティア研 究システム

2｡平成10 年度研究開発事業の概要
2｡1.平成10年度予算

総事業費　合計約253億円

定員214名

2｡２.研究開発実施件数

｢ブロジェクト研究｣� ‥‥ 重要 又は 大規 模もしくは総 合的な研究開 発(32 件)

F特別研究」� ‥‥‥‥総合研究等の基礎的成果に基づき､将来プロジｊ;ク1･研究に発展させるた

めの研究側発｛5件｝

「経常研究]� ‥‥� ‥‥個々の研究 者の研究能力を活かした自由な発想の研究課題もしくは将

来､特別研究､プロジェクト研究に発展する可能性がある研究開発(22件)

｢共同 研究｣� ‥� ‥‥‥ 夕1部 機関 及び民岡 会杜等と海洋什 ？技 術センターが扣 互に研究1剔発J｣ 、

研 究 虞111を利 川することにより､優れた 虞米が1!1られ､ 研究 費川 等が柾減

されるとともに研究 に哽する摶關jが短縮される研･究1副発(231 割

｢国際共同研究｣･ ‥･海外との機関間 協力覚 書に基づく共同研究(1 件)

「受託研究｣� ‥‥� ‥‥科学技術振興調整費等による国等からの研究開発(10件)

3｡ 研究体制・環境の整備

3｡1.研究者

平 成10 年121‘11n 現 血淘洋 科学 技 術センターの 研究 者の 定員は88 人ですｴ また､これ以 外の常

勦研 究li としましてはjli 年度 ４に屁 川契 約を結 ぶ深淘環 境ブロンテ{ア､海底 ﾄﾞ深 部 構造ブロン

テ47 及び地球ブロンテ彳アの 研究11 が128 人おl}ます. また.淘洋11 学技 術センターの 特別 研究員

制度による研 究ｕ が8 人､さらに11 学 技術1� §;興 事業卩1より派遣さわる科学 姓 術特別 研究日 割『なの



よる研究 者が3人います｡さらに先増的 技 術の開 発の 支援 等のために民間 等からの 業務協力員の

方々が勤 務されています｡

また｡非常 勤研究者として､客 員研究員77 人､流動 研究員21 人の 方々に参加をお願 いしています。

3｡２.研究支援体制

科 学技 術 基本法や 科学技 術基 本計 画においても指 摘されているとおり､研 究開 発の効 果的 な

推進のためには､ 研究 者を側 面から支援する研究 支援体制が 不可欠であります。海 洋科学技術セ

ンターは､かねて､ 調 査研 究船の 運航の 外部委託を進めてきましたが､膨 大な研究開 発業 筋を円滑

かつ 効果的に進めるため､ 平成2 年度より本格的に研究 支援 体制のアウトソーシングを進めておりま

す� . 研究 支援は. 海洋化学､ 海洋物理､ 海洋生物､ 地学 等の 各種の 分野にわたり､深海曳航調 査．

海洋 物質循環､ 海洋 基礎生 産力の観測 等の 観測航 海において研究 者と協力して観測業 務を増

行しております� .また､ 最近では各 種の海洋観 測機器等の 保守管理の 分野の 支援も得ております� .

現 在､海洋地 球研究船｢ みらい｣ について､ 各種サンプ ル処理. 分析ライン及び「海洋 観測ブイシ

ステム」のデータ処理 等も含んだ運 用管理の 支援 体制､深 海調 査研究 船「かいれい』について「マ

ルチチャンネル反射法探 査システム」を中心として深海総 合調 査等を含んだ研 究 支援体制の､� 2 つ

の大きな研究 支援体制で両船の 観測調 査が行われています．

3｡３.研究環境
平 成� 8 年� 3 月 から運 用 が側 始されました､ 海 洋 大 循環 モ デ ルをはじめとす る高 精 度 な 海 洋 モデ ル

の研 究 や海 洋 音 響トモ グラフ ィ－ のデ ータ処 理 等を目 的 とし た スーパ ーコンピュータは､ 共同 研 究など

により､外 部 の 専門 家 による利 用 にも道 が開 かれ て おります 。

また. 基盤 整 備に つ きまし ては 海 底 下 深 部 構 造フロンテ ィア 研 究 のため の「フロンティア 研 究 棟 」およ

び 室 戸 岬 沖 海 底 地 震 総 合 観測 システムの 室 戸陸 上局 局 舎は｡ 平 成9 年2 月に竣 工い たしまし た。

また､ む つ 事 務 所 にお い て､「 試料 分 析 棟｣､ は 平成9 年12 月に 竣 工 いたしました 。

4｡ 海洋科学技術センター長期計画

4｡1. 今何が求められているか

気候変助 や地 震などは. 人類社会にとって緊 急の 課題であり､その 解明のために海洋を探求 す

ることは 極めて重要です が.その 大部 分は観測困 難であり､広 大な 未知の 領域として残されていま

す� . このため. 今日の 海洋 科学技 術の意義として､ 海洋の開 発利用に 加え､海を通して地球を探 求

し.人類の夢を実 現し､地球規 模の課 題の解 決を図ることが重要です� .

また.海 洋科学技 術を取り巻く内 外の 動向としては地 球温 暖 化など地 球環境問題 の顕 在化( 特に

二酸化炭 素排出仰制 策の 具体化)､ 海を地球と 一体のものとして捉える考え方の強まり､政 治経 済

のグローバル化､強力な科学 技術振興への 期待の高まり等が見られます．

当センターの 位置づけとして. 世 界 一級の インフラストラクチャー整備の 進展､ 総 合的 試験研究 機関

としての 領域 横断 研 究における役割 の高まり､中 核的 研究機関( ＣＯＥ)としての 基盤が整いつ つ

あることなどが揚げられますが､これを踏まえて､以 下に掲げる3つの目 標と､達 成のための5 つの 基

本方 策が提示されました、



目標� 
. 末踏 領城 への桃戦を通じ. 人類の 知的 資産の 増大に貢献し.国民に夢を

･地球 規模問題の 解決と国民への還 元

.中核的 研究拠点 を構築し、海洋科学技術の牽引力となるとともに､ 人材 育成に貢献

基本方策

･科学と技 術の相 互牽引による発展

･成果の 最も効 果的な達成と将 来の芽の創出

･地球規模問題に取り組める研究開 発推進体制

･開かれた研究 体制と 先進的研究環境

･同民 の理 解の増 進

4｡２.こ れまで何を実現してきたか

これまで､ 赤道人ヽ1゙洋やプレート境 界での現 象解明の逃 展､｢みらい｣､｢かいれい｣ など奴測研究

の強 化､ﾄﾗ 仆ンブイ.海底 地震総 合観測システムなどによる艮明的 研究の開 始､地球フロンティア研

究システムの 発足など前計画の 凵標を順調に達成いたしましたが､ 今後は､ 気候変動や地震などの

緊急的 課閣 に対する強XJな収り糾み､深 海地球ドリリング計画など全球的､ 領域 横断的 研究の 重

視､将 淞の 奴測システム構築のための 亢進的技 術開発などが課題となっています ．

海 城総介 利用については､ 深 層水利 川システムの実 川 化､マイティーホエールの 実海域実験の

粁ｆ ほか地城共同研究によりさまざまな収り糾 みを実施してまいりました. 今 後は､地 球淵暖 化が海

洋生態系にり､える影響の解明､ 沿岸城の開 発利川について環境･ 生態 系の理 解をよ1)爪視した収

り紐みと国際展洲､ 深海地球ドリリング計画による未 知なる生命と新しい 資源の探索など､地球 規模

問題への 対応が課題となっています� .

物的環境について､研究船の川強､スーパーコンピュータの蝉人など前 計画の目 標をｔ ば達成し、

人的環境については定ｕ 職員の川口､開 かれた研究 体制である3フロンティア制度の発足､ 奴測技

術ｎ 制度の 導入によりこの 敵￥陷¦で2 倍を越える規傾になったもの の､ｉ 朷 目標には 末だ 及んでい

ないの が火状です、今後は涓1かれた研究 体制と責任ある推進 体制を実現するため､ 研究･技術、

運航･ 支援､ 企両･ 管理の 付概的 一� 1夲的な運術を目指すとともに､人材のさらなる確保に加えて人

材育 成が課題となっています� .

4｡３.私達の目指す研究開発の構想
今 詼10年間に当センターが収り扣む研究開 発のキーワードは｢もっと地球と唯命を知る.� 1であり、

(1)広 人かつ 拘雑な地球システムの現 在の姿の把握

(2) 残された観 測空白城を雌めつつ､ 淘城を絞り込 んだ･fi'l'奴測と海城 間の 比較研究を実施

し､遇 去の変効 現象､若くは､将 来に起こりうる変動現 吸を兄い出 す

(3) グローバルな研究に加えて. 分子レベ ルからの冐究 や杳衂1境 磚究にも収り細み. 気候や生

態系の変動､ 地震 発髦などの予測粨1犹の向 上乂は効果的な 対策に資する

以1 ごを達成するために研 究を高度fﾋ､ 長 川化､広 域1ﾋすることにより予測 可能性と観測手 法を兒

出すという考えのもと､以 ドの5 領 城の 研� ‘究間 発に取り細むことといたしました� .



4｡3.1. 数年から数十年規模の海洋と気候の変動

エル･ニーニョ現 象､地球 温暖 化などの１ 測精 度の向 上を¦¦ 指した､赤道 太平洋・北 太平洋 高緯

度海域､ 北 極海などを重点 においた総 介的な研究

4｡3.2. 海洋底ダイナミクスと地震発生プロセス

海洋プレートの 生成 から消 滅のプロセスと地球深 部 ダイナミクスを解明 するとともに.日 本周辺の

地殻変 動モデリングのための総 合的な研究

4｡3.3.生朋系及び環境の理解

外洋表層から深海に至る生態系の解明.サンゴ礁･藻場･湧昇域の高密度な唯態系の解明と環

境修復.深海 及び地殻内微生物の研究

4.3.4. 全球的な地球システムの理解

各研究領城の知見を全球的､ 地球史的に統合する地球ブロンティア研究､ 古気候研究､深海地

球ドリリング計両､ 全球的物質循環研究

4｡3.5.新たな海洋技術開発基盤の確立
将家の観測システム全体像の検討に基づき先進的技術開発､各システム開 発等に取り組むとと

もに､技術開発用施設整備ほか技術開発推進 方策の策定

4｡４.取り組みの重点

第3章に掲げた4.3.� 1.～4.3.＆の5 つの研究領城を着実に推進するに当たって､それぞれ研究開

発の緊急性･ 重要性､進捗･準備の状況､国際的な要請� .気運､センターのポテンシャル･実施体制

の整備などの状況を踏まえて､次に示す特に重点的に推進すベき課題を設定いたしました．

（� 1）緊 急に取り組むベ き又は既 着 手のもの（前期の 重点 課題）

･アジア･太平洋 地城の 気候変 動研究　　　　　　　　　 （研 究傾域4.3,1.､既 着 手）

･北 極圏国際 共同 研究　　　　　　　　　　　　　　　 （研 究領城4.3.1.､既 着 手）

･海底地殻変動の総 合観測研究　　　　　　　　　　　 （研 究領域4.3.2.､既 着 手）

･深海地 球ドリリング計画　　　　　　　　　　　　　　　 開 発着手済み）（研究領域４� .3.4.､

･海洋実 験生態系 研究環 境の整 備　　　　　　　　　　 （研究 領域､4.3.3.)

･先進的 海洋エンジニアリングの推 進　　　　　　　　　　 （研究領域4� .３.5｡一部既 着手

（2）すぐに検討 着手すベ き又は既に予備的 段階 に入っているもの （後期の 重点 課題）

･次 期海洋･ 人気 観測システムの 構 築に向けた研究開 発　　 （研究 領域4.3.1.)

･地球深部 ダイナミクス研 究　　　　　　　　　　　　　　 ｛研究 領域4.3.2.)

･珊瑚礁･藻場 の国際 研究 及び海 洋エネルギー複 合利 用　　 ｛研究 領域4.3.3.)

･高機能や 深海調 査システム　　　　　　　　　　　　　 （研究 領域4.3.5.）

このほか､今後10年間の次の時期には､ 全球的物質循環研究・１万ｍ級 有人潛水船システム.全

球的プレード変位観測､ 海中航行観測船の国際 共同開 発などの課題の実及が不可欠となるため．



長期的観点から技術的検討を進める予定でおります，

4｡５.新しい運営のあり方を目指して

前章までに示した研究開 発構想を順 次実 施していくにあたって、(� 1)研究 及び技 術、（２）運航 及

び支援 、(3)企画 及び管理の3 つの 要 素が､第一 章に掲げた3つの 目 標の 実現を目 指して有機的

一体的に牽引しあって運営していくことを基本的 考え方といたします｡

海洋 科学技 術 分野において中 核的 研究拠点（ＣＯＥ)として機 能 するためには､研究 者にとって

先進的 で魅 力的な調 査船､ 施設 等や研究 支援 体制の 整備が不 可欠であります｡ また､莫 大なデー

ターサンプ ルの 適 切な取り扱いや 成果の円滑 な公開・研究 活動の 厳 正で適 切な評 価､緊 急の 事態

に応じた機動的 な対応など研究を取り巻く諸環境の 整術を進める予定 でおります｡ また、センターの

研究 構想を現 実のものとするため､ 先に示した運 営の3 つの 要素が相互に牽 引しあう､柔軟で開か

れた研究 体制 及び 責任と実 行力のある推 進体制を確 立し、広く国民 の理解と支援を得つつ 本計

画実現に必 要な資金を確保する予定でおります。

4｡６.国民の理解を得るために

私たちには海 洋 科学技 術を強 力に推進していくにあたって､ センターの活動を国民に理 解しても

らうよう努力する責任があり､夢と神秘にあふれる海洋科学技 術が国 民にとって身 近なものとなるよ

う積極的な発信を行っていきたいと思っております｡ さらに､ インターネットを活 用して双 方向 のコミュ

ニケーションを図るとともに､ インタープリタ等の 育成や調査船をそのまま科学 技術館として 公開 するな

ど国民 にとってタイムリーで分かりやすい広報 活動を行う予定でおります｡

5｡ 他機関との連携
5｡1.共同研究

共同 研究はセンターとセンター以 外の機関とが相互にその 成 課を利 用する目的をもって 共同して

行う試験研究のことです．

先に述べましたように､現 在センターでは23 件の 課題について 共同 研 究が行われております が、

その相手 方は、� 9つの研究所、6つの 大学、� 10の民間 会社の 他地方自泊 体と特殊法人(1 課題につ

いて 複数の 相手 方の場 合もある� )であります� . これらの 共同 研究により研究 に要する費用が軽減さ

れ､研究に 要する期間が短縮されるうえ､優れた成果が得られることが期待されております 、

5｡２� .委託研究

ある研究について､センター自らが実 施することが困 難である場 合、又は自ら実施するよりも総合的

試験 研究に要する期岡が短 縮され経 済性 等においても 有刊であり､かつ 、優れた成 課が得られる

見込 みがある場 合､その 研究は委 託研究として 外部の機関 に委託して 研究することができます｡

大学､法 大および研究所に 対し､34 の課 題について 研究が委託されており、センターでは 得ること

のできない､ すばらしい成 果が期待されております｡

5.3.連携大学院
連 携 大学院とはセンターと 大学 が協定を結び､センターの 研究 者を大学院における教育に 参画さ

せ､ 大学からは 大学院 生をセンターに受け入れて研究の 指導を行うもので.センターおよび大学にと



って研究活助および教育の充実が図れることや､新しい研究開 発の展開等に期待が持たれており

ます､ 現在.センターでは広島 大学と連携 大学院の協定を結び､平成11年度より実施する予定であ

り､東海 大学とも話が進められております．

5｡４.国際協力
機関間の国際 協 力については､ 従 来より米国のウッズホール海洋研究 所(ＷＨＯＩ｝､スクリップ ス

海 洋研究 所� (SIO) 海洋 大気庁太平洋海洋 環境 研究 所（ＮＯＡＡ/� PMEL). ドイツの アルフレッ「･ウェ

ゲナ極地海 洋研究所� {ＡＷI� }､ メリーランド大学インドネシア技 術応 用謡 価庁� {ＢＰＰＴ� }等と覚え書を締

結し研究 協力や共同 調 査を実施してきました．

平成� 10 年� 7 月には､ 当センターの 大庭 会長がフランス海洋 研究 所(ＩＦＲＥＭＥＲ� )ブレスト研究 所を

訪問し､I FREMER のデピッド会艮との間で研究 協力に関 する覚え書の締 結と交換を行い､ 深海 微

生物と淘中技 術の� 2 分野において 研究 協力を進めることになりました� .

また､米国 における海洋研究の 中心の� 1 つであるウッズホール海洋研究 所とは 研究 協力の覚え書

に 基づくトップ 会談を定 期的に開 催しており､平成10 年� 5 月には. 当センター理 事長がウッズホール海

洋 研究 所を訪問し､覚え書の 下で実 施中の 研 究協 力の 報告やそれぞれの 機関を取り巻く情 勢 等

について意 見交換を行った他� . スクリップス海 洋 研究所とも両 首脳 間の 意 見交換が行われました、

２国間の 協力については 、科学技 術庁が締 結している2国間 協力協定の 下に米国､ フランス� .ドイ

ツ､カナダ.中国と研究 協力を行っており、潜 水調 査船「しんかい� 6500 」･「しんかい� 2000｣ を利用し

た潜航調 査� . 海洋 調 在船「かいよう｣を利用した観 測航海等を実施いたしました．

地 球温暖 化に代 表される地球 環境問 題が顕 在 化するに伴い� . 全地球的 な規模での 大 気､海 洋

の 観測､ 研 究､ 予測の 重要性 が増 加してきておりますが､こうした地 球規模の問 題は 一国 の 対応で

は解 決が難しいことから.多機関･ 多国間の 協力による海洋の観測� . 研究 が実施されております� . セ

ンターは 世 界海洋 観測システム� (GOOS). 気 候変動と干測に関 する研究(C� LIVAR) といった 国 際

海洋 観 測研究 計 画の一 翼を担うとともに､ 委員として研究 者を派遣する等 重 要な 役割を果たして

おります ．

センターの 研究 業 務等の円滑な推 進や国 際 協 力活動の推進のために､職員を在 外研究 員や海

外駐 在 員として海 外の関 係研究 機関 等へ 派遣しているとともに・科学技 術庁フェローシップ制 度を

通じてセンター施設への 外国 人研究 者の受 け入れを実 施することにより
丶
研究者の 交流を推進して

おります� .

また.地球フロンティア研究などを通じて国 際的な協 力を強 化し、 一層の貢献を図ってまいります．

5｡５. 研修および普及一広報活助

海洋 科学技 術センターでは､ 設 立以 来 培ってきた潜 水技 術をもとに､ 全国の 地 方自 治体 及び民

間を対 染に潜 水 基礎技 術に関 する研 修 事業を実 施しており､これまでの 研究終了者は､約� 4.500 名

を数えています� . 特に此処 数年の 研修では� . 三崎 水産 高 校や鳥 取県の境 水産 高 校等の 高校生を

対象に潜 水基礎訓練を実施しております� . また､高校生だけでなく､理科および 生物 担 当の 先生 方

についても､全国理 科推進センターが企画･運 営している海洋 科学研修の 一環として. 体験潜 水を

盛り込んだ海 洋 科学 技 術研修を実 施しました．

また､ 今年度も海洋 科学 繊 術の将 来を担う人材育成 及び 普及啓蒙を目的とし、日 本財団 の 補助

による「マリンサイエンススクール｣を､高 校生と高校教 諭を対 象に� 74 名の 参加 者を得て.� 3 回にわた



り実 施致しました｡さらに｡ 科学技 術庁の 上帥 二よるサイエンスキャンプを､令国 から応募蔵いた高 校

生を対 象に24 名の参 加者を迎え間隙しました。

広報活動としては､プロジェクト研 究や船舶 等の一般 公闘 に関 するプレス発表およびその 対応

(4 月から12rl までで51 件)だけでなく､111内 外の 科学 雑誌や図 鑑､ニュース映fl 等への 取 材対応

や関連愉 報 等の 提 供(ｕI から12 月までで156 件)を実 施致しました｡なお､ 船舶等のｰ 一般 公開は、

国内13 ヵ所､ 海 外3ヵ所､ 展示 協 力は､1,tl内9 ヵ所､ 海 外I力所において実 施しました。

今 後も､研究 者と北に?11センターの 研究 並びに技 術 側発の 虞吸を､研 修丿業 ならびに広 報活動

を通して､皆 様にお知らせしていきたいと考えております、

6｡研究評価
研究剛 発の実 施に際しては｡ 卜ヽ虞9 年8 月､内 閣総理 大L11が決定いたしました研究評 価に関 す

る｢ 人綱的 指 針｣に示されているように研究 側 兒の効 宋的な推進と研究 資金の 有効 活用を図るこ

とを目的に｢ 研 究課題 評価｡¦を実 施いたしました、

肝 価は､ 当センターの 研究開 発活動を､海洋固 体地 球科学 研究､海 洋観 測研究､ 海洋生 物一生

態研究､海 洋技 術川 発の4 つの 研究 領城に区 分し､それぞれに外部の 県 】゚冢による評価委 鰔会を

般置してaf ■を火 施しております､ また､機関の迦鴬 全般､ 予算､決 算､人 帆 研究環境の 盤 備およ

び運岱､ 他 槻関との 交流などについて評価するための機関 評 価を平成Ｈ 年度以 後実施し､優れた

研究開 発成 果を生み出 す効率的･ 効米的な絹 織連営を推准していきます。

以 上のような平 成10 年度の成米を踏 まえ､ 今後は､ 前述の 乍業を更に発展させるとともに､ 今年

度策定された､海 洋科学技 術センター長剛 計叫と新しくスタートした研究 体制の 坊にセンターとして

の新しい 小業を柚極的に推進 する計画です。

海洋 科学技 術センターの 事業 は､近年､ 質･量とも急 速に拡大･多様 化しております｡このため､ 今

後事業 体制の 効率 化を図りつつ､ 優秀な人 材の確ｓ に努め｡開 発雛備されつつある多くの 蹶界的

レベ ルの施設 設備を効 果的に運 用･利 用し､海 洋科学技 術のセンター･オブ･エクセレンスとして､ 研

究開 発において 一層多くの 成 果を挙げることを11 指します、



海洋観測研究部長　遠藤昌宏

喫旨 ： 海洋 科学技 術センター海洋観測 研究 部で実施している観測 研究の 最近の 成 果を紹 介しま

す､ENSO  、アジアモンスーンなど 太平洋･ インド洋の 熱帯 気候海洋 変動. 北 大平洋における

海洋 循 環系の 棚 互 作用,高 締 度海洋から北 極海にかけての 海 氷海 洋循環の 構造. 地球

温暖 化における海 洋物 質 循環の 役 割などに関 する最近の観 測結 果と今後の 研究の 展望

についての 報 告です

１。トライアングル計画一海洋観測研究の目標

図1 は､淘 洋 科学技 術センターで実施している海 洋観測研 究の 対象海域と大まかな研 究目 標を

示しています 平 成10 年6 月に策定した海洋 科学技 術センター長 期計画 に基づいて　 熱帯 西 太

平洋 表層における暖 水(28 ｃ以 上）プールとエル･ニーニョやアジアモンスーンなどの気候 変動との関

係､2'･中緯 度の気 候変動とそれによって引 き起こされる中 緯度 循環( 黒潮)の 変動､ 熱や 二酸 化

炭 素の 交換を通じて気候変動と深い関連を持つとされている高緯度の 亜寒帯 循環{ 親潮). さら

に､海 氷という｢海の 蓋｣を持つ 北 極海における飢候 変動の 兆 候の把 握などを
丶
研究目的としてい

ます､ 観 測海域が､おおよそ地理的に 三角形の 形状を持つので.トライアングル､計画とよんでいます

海 盆スケールの 気候変 動に伴う海 洋変動の物理 化学的な観 測研究を目的としていますが､そのプ

ロセスを担っている積雲群や海洋中 規模渦などの重 要な 人気･海洋現 象も研究 対象としています.

平成10 年 度から､その 上力 研究として.ＥＮＳＯなどの熱 帯 海洋気候の変動 監 視の ために設けら

れた係留 式の気 象海洋観測ブイ｢トライトンブ イ｣の運 用配置.海 洋音響トモグラフィ－システムの中部

熱帯 太平洋への投 入､ 大型海 洋地味観測 船「 みらい 」によるトライアングル海域 での 公 募航海の開

始など､ 新しい観測 手段を駆 使した本格的な観 測研究がスタートしました 以 下では､これらの 新観

測システムの展開と平成9 年度から10 年度にかけて得られた観測の 結 果を紹 介します

図.1 トライアンクル戡蓖は､季節変動から10 年規嶬の､ 負インド洋･・ 太平津･北極海の海津気慵賢勣の解明に向1すて為津町学Ｓ

匍t!ンターが権・ する麗合Ｕ 濶lfi です



2｡ 熱帯海洋循環の研究一熱帯海洋と気候変動

2｡1. エル･ニーニョ海洋観測

海洋 科学技 術センターでは､エ ル･ニーニョのメカニ ズムの理解 のため､ 西部熱帯 太平洋における

暖水の集積と散逸の過 程およびそれに関連した 大気･海洋相 互作用の索過 程に関 する研究を行っ

ております､ その目的 のため､たとえば､1998 年はＮｏＡＡ/PMEI. 及びインドネシアＢＰＦrという外国 機

関と共同で観 測航海を3回（１月・3月･8 月)実施しました､ 特に3 月の航海では海 洋地球 観測船「み

らい｣ により､平成9 年度に開 発したトライトンブイを、

初めて 東経156 度の経線 上に4 基展開しました．

トライトンブ イは海 上気 象( 嵐向 一風速､ 気圧､ 気

温､ 湿 度 、日 射. 雨 量) 、水温･塩 分{ 水深1.5m ，

25m.  50m.  75m.  100m.  125m.  150m.  200m.

300m,  500m.750m､ ただし300nlと700m は 深度セ

ンサー付き)､渡向･ 流速( 水深10m) を観測し､１

時間毎の 平均 データを陸 上にア ルゴ ス衛 星通 信

経由で送る新規の海洋 観測ブイです( 写 真１）

東経156 唆に展開したブイは1 年間 係留 する予

定でしたが.平成10 年6月に表面ブイ直下の係留 金具の腐食のためやむなく3ヶ月間の係留で回

収しました. 腐食対策を施したトライトンブイは平成11年3月に束経156度 １47度に9 基設置する予定

です.

3ヶ月の 係留ではありましたが､その 期問中リアルタイムデータは順調に受 信され､ むつ 事務所( 海

洋科学技術センター支所)内のブイデータ処理室でデータの品 質管理が順調に実施されました､また、

取得されたデータについてはほぼ同じ海域に設置されているNOAA( 米国 海洋 大気庁)のATLAS

ブイの日 平均 データと風向. 風速､ 気温
丶
相 対湿度､ 表面 水温について比 較検討を行い､よい 一致

が得られました(図2)

図｡2 く2'N.  156E ｊに おけるトラ イトンブイとATLAS ブイ(ＮＯＡＡ) の 水 温 データの 比 較 。

深 さ500m ま での 水 温 分 布 を示 す｡



1997 年－98 年にかけては 今世紀 最 大と言われる.エル･ニー二ョが発生した年です 海 洋科学技

術センターでは内 部熱 帯 赤道域において係留系による表層海流の 長期連続観測を行ってきました

この係 留観測で､1997 年のエ ル･ニーニョの 前兆 現 象とも言うべき1.5m/ ｓ･ｃという強い 東向 きの流

れを赤道 上において捉えることに成功しました(図3 ）この流れは1996 年12 月中 旬から１月始めに

かけて､海 面から水深150m にまで達しています　また.この流れと前後して.エ ル・ニーニョの引き金

になると考えられている強い西風( 西 風 バ－スト)が地球観測プラットフォー厶技 術衛 星「みどり により

捉えられています. この 西風バーストはその 後1997 年３月にも発生しており､これらの風 の変動 が西

部熱帯 太平洋の暖 水城を動かして. 今世紀最 大のエル･ニーニョを引き起こしたものと考えられます

赤道卜（東経１４２度および１４７度）における表層海流変動

2｡２. 海洋音響トモグラフィーシステムの中部熱帯太平洋への展開(1998/12 ～2000/12)

海洋 科学技 術センターでは､1998 年12 月から2000 年12 月まで中 部熱帯 太平洋において､海洋 音

響トモグラフィーシステムによる観測 実験を行います　海洋 音響トモグラフィ－システムとは､ 音波を利

用して1900 ｋｍ円 方の 海域の 海 面から海底までの水温 分布や流速 分布を 立体的･同時に観測 可

能なシステムです( 原理 の詳細と応用例は. 平成9 年度研究 報 告会要旨 集をご覧 下さい) このシ

ステムは､200 Ｈｚの低 周波の音を出 す 水中 スビーカ（ 音源)とその 音を受ける水中マ イクロホン(受 波

器)を組み 合わせたトランシーバを複数個､ 観測海域に係留して 互いに送受波を繰り返し､さまざまな

経略を伝わる音波の伝播時問を計 測することにより. 水温や流 れの 分布を推定します　この実験 の

目的 は・
エ ル・ニーニョ､

や気候 変動に関 係した 水温 分布や流速 分 布を 三次 元的 に観測 することで

す　このシ ステムは.エ ル･ニーニョや気候 変動の 予測に 役 立つ データを提 供できるものと期待され

てい ます　今回 の実験は､ 米国 のワシントン大学応用物理学 研究所と海洋科学技術センターとの国

際 共同 研究の 一環として実 施されます



図1 は､ 海洋 音響トモグラフィーシステムを投人する中 部熱 帯 太平洋（日 付変 更線 付近) を示しま

す　緯度10 °Ｎ－10｀s内のトライトンブイ､ＡＴＬＡＳブイの 配置も示しています. 投 人位置の熱帯 太平

洋日 付変 更線付 近は､エ ル･ニーニョの消 長と関 係の 深い熟 帯暖 水プール海 城と赤道 冷 水域との

境に当たるだけでなく､中緯度 海洋との 相互作 用の 顕 著な海域として注 目されている場 所です

中部熱帯太平洋トモグラフィー観測実験

3｡ 中緯度・熱帯海洋循環の研究一観測データ評価のためのモデル開発

海洋には様 々な時 空間 スケールの 現 象がありますが､海 洋観測は時 間 的にも空間的 にも限られ

ており.様 々な海 洋現 象を全体的に従えるには. 流 体力学､ 熱力学といった 法則に従って 観測デー

タを補完し､海洋の状態を再現 することが必 要です. 特に､海洋には. 数10km から数100km 程度の

スケールの 渦や蛇 行が多く存在することが知られており.その 挙動を 正確に捉えることが､海 洋の大

循環､さらには 気候変 動に果たす海 洋の 役割を調べる上で 重要となってきます､ そのため､ 高解 像

度の海洋 大 循環モデルを用いて海洋 循環を再現し､観 測データとの比 較により海 洋現 象の メカニ

ズムを､調べ ています.

モデ ルは北 極海を除く全球海洋を対 象として､水平 方向に1/4 度{ 約25k ｍ}､ 鉛直 方向には55レ

ベ ルの 格子に 分割し､各 々の 格 子で流速､ 水温. 塩 分といった海洋状態を決める要素の時 問 発展

を計 算します､ 気候 学的 平均 風 応力データによってモデ ル海 洋を駆動し､20 年時 間 積分し､ 最後の

1年 分の 結 果データを整理 するとともに解 析を進めています．

図5 はモデルで計 算された日 本近 海の淘 面の 高さを1Oｃｍ間隔 の 等値線で示したものです ．日

本南岸を流 れる黒潮 が紀 伊 半島 沖で 大蛇 行した後､虻 行しながら束に伸びている様 子がよく分か

ります. 図はある瞬間の 分 布を示していますが､時 間的に変 動を追うと､日 本南岸の 大鉈 行に伴う

冷 水渦が 沖側の 暖 水渦と関 連しながら変 形 する様 子や. 黒潮 校流 城で暖 水渦が切り離されて 三

陸i･llに向 かって 西進 する様f･ が捉えられます. 黒 潮続流域 では 亜熱靨 総 合観測6JI究のもと､青響

トモグラフィーや 係留系による集中 観測が､計画されており､それらの 観測 研究とのリンクによって続

流域での変 動過 程を明らかにしていきたいと 考えています．



図6 は 西 部 太平洋 赤道域における水深100  m の流速をベ クトルで示しています　フィリピンミンダナ

オ島と二ュ －ギニア島 の開に､ミンダナオ渦といわれる反時 計回りの 渦と.その 南西の ハルマヘラ渦

といわれる時計回りの渦 が形成されています　モデ 儿では､ ミンダナオ渦は 約40 日の 周期で. 一部

が切り離されてセレベ ス海に 人っていきますが.それに伴って低 塩の北 太平洋 水がインドネシア海に

輸送されます このような 変動は 係留 観測データにもみられ､ 二
ューギ
ニア沿 岸潜流や 赤道潜 流な

どの熱帯 域の 様 々な海 流変動とも関 係しているようです 熱帯内 部 太平洋は.エ ル･ニーニョ現 象

や グロ－バ ルな熱. 塩 分フラックスに鍵となる海域であり､ 今後､熱帯 域総 合観測 研究と共同しなが

ら研究を進める叶 画です

ここでは. いくつかのトピックとして黒 潮域､ 熱帯 赤道域の結 果を紹 介しましたが､亜熱帯､ 熱帯域

の変 動が相 互にどの ような 影響を及ぼしあっているかを､調べることによって､総 合的な海洋観 測シス

テムの開 発を進めることを目 指しています



4｡ 高緯度・北極海の循環－全球気候変動との接点

北 極域の 気候システムは 、アジア･北 太平 洋地 域の 気候はもとより、地 球規模の気候 変動にも重

要な影 響を 与えると考えられています. 海 氷は 大気･海洋間 のエネルギーや物 質の 交換を抑 制する

「海の蓋｣ の 効 果を持 つとともに.アルベド(日 光の 反射率)の増 大によって海 面における放射収 支

も大きく変えます.もし､温 暖 化により海氷がわずかでも減 少すると､その 減 少は急激に進むと推測

され､その結 果として北 極海の 海 氷の 変 化は全 球規模の 気候変 化に重 大な 影響を与える可能性

があります. そのため､このフィードバックの 鍵となる大気.海洋･ 海 氷相互 作用を解明 する 事が急が

れています．

北械海の混 合層直 下に は、水温はほ ぼ結 氷水温で、深さとともに緩やかに塩 分が増 加する「冷

たい塩 分躍層｣ が存 在します. その下には､ 大西 洋起源の 高温･ 高塩 分な「 大西洋 水｣ が 存在する

ため､ 熱的には 不安定な成 層状 態になっています. この「 冷たい塩 分躍 層」は､ 海 面冷却による鉛

直対流の 及ぶ深さをごく表層に抑さえ.氷野 が形成･維持されやすくしています.もし.これが消滅す

ると､深い 対流が発 生し､大 西洋 水の熱が海面へと輪送され､海 氷が著しく減 少する可能性をはら

んでいます. 事実、北極海の 大西洋 側では、冷たい 塩 分躍 層が消 滅し大きな海 氷変動 が起きてお

り､同時に､北 極海における 大西洋 水の 水温が上昇(0.5 ～l.O ℃)しているという観測 事実も報告さ

れています. 海洋 科学技 術 センターでは､この「冷たい塩 分躍層」と「 大西洋 水｣の 循環･変 動のメ

カニズムの解明 に重点を置き､｢氷海特 有の､諸過 程の理 解｣と「長周 期変動の理解｣ につ いて収り

組んでいます．

また、上述の 研究課題に取り組むには､高納 度で 大 量な観測データの収 集が不可欠です　そのた

めに氷海での 観測 手法として､次 世代型の 氷海観測用小 型ブイや 氷海域 海洋観測船等の 観測 手

段の整 備と.センサー技 術開 発等を通じた北 極海 域総合観測システムの技 術開 発を行っています.

そこで､ 我 々は、北 極 海における海氷 形成と維持に 重要な役割を果たす北 極海の 持殊な海洋 構

造や循環場の 解明を目 的として､チュクチ海･ボーフォート海氷縁( 北 極海) 域において､船舶･ 係留

系による現場 観 測､ 多年氷海 域における海 洋観澗･ 氷海用自動 観測ステージョン{I0EB) 観測を実

施しています．

主な観測項目として、

冷たい塩 分躍 層の 形成･ 維持過 樫の解明

１｝アラスカ沖 バロー海底 谷を通じての 水及び熱 交換

2) 氷縁域や陸 棚斜面 上における流れの 不安定と渦による水及び熱 交換過 程

北極の 海洋 循環場の変 動の解明

1)フラム海峡( 大西洋側)より北 極海に流 大する温暖な 大西洋 水の 循環と変動 及び中

規膜渦による水塊 輪送

2)海穴地形との 相 互作 用による平均 流駆動の 観測

3) 大気一海 氷場の 変動に 対する海 盆スケールの 海洋の変 化.

1997 －98 年は､米国ＮSF の 岡際 共同 観測プロジェクトＳＨEBA( 北 極海 表面熱収 支観測 研究計画)

に参加し､ボーフォート海多 年氷域における海洋 奴測､ 係留による通 年観測､2 機のI0EB による海 洋

上層の自 動観 測を行いました､ また､1998 年からは､カナダの 砕 氷船を用いて、ボーフォート海陸 棚斜

面での､ 表面から中屑の 大西洋 水層にかけての 海 氷輪 送量とその変動観 測を目的として､日米カ

ナダの 共同 観測を開 始しました､さらに、「みらい]の 就航にともない､北 極海域での慣 熟訓練 航海を



図7 1997 年に実施されたＸＣＴＤ観測点及

ぴ係留系(Ｍooring 】とI0EB2 号機の設置

位置、折れ線は｡1997 年10 月､同 時に設置

されたSHEBA サイトの約1 年間の､漂流軌跡

を示す。

実 施しました・平成9 年度に 行った観 測の解 析結 果の

概 要は以 下の 通りです

1997 年秋に行われたSＨＥＢＡ観測において､アラス

カ沖ノースウインド海 嶺 東斜 面の 多年 水域 に1 系の 係

留系を設置しました{図7} 、ボーフォ一卜海 多年 水域 に

おいてｘｃＴＤ(投げ込 み式塩 分 水温 計) による水溜

塩 分観測を実施しました{ 倣測点は図7 にあります ）そ

の結 果､北 極海 の亜表層に広く分布する「冷たい塩 分

躍 層 」(結 水水温で深さと共に塩 分が増 加 する層) を

占める水 塊は 水 平方向に 一様に 分 布しているのでは

なく､離散的 に分 布していることが 分かりました(図8 ）

この 水塊 は.中規 模渦により移流されていることが 考え

られます. また､ノ一スウインド海 嶺 東斜 面における渦 位

極 小 水(密度 一様水)は 海山 斜 面 上に集中しており、

亜 表層に存在する渦の運動は､ 海山の影響によりプロ

ックされていることも示峻されました.これは、北極海 の

ボーフォート海では海底地 形の 平坦な深海 盆では渦 運

動が非常に 大きいのに対し､地 形起 伏の大きな海山域

では 渦運動が著しく減 少しているというI0EB による流

速観 測結 果から推 察された似説「海 山域で渦運 動 が

一方向の 平均的な流れに 変化する｣と符介 する結 果

でした．

今 後は、このような 水縁域 にお いて「 みらい｣ の利

川や'SBI｣( 陸 棚一海 盆問 相 互作用に関 する国 際 共

同 観測プロジヱクト)へ 参加し.さらに、物理 観測のみな

らず､ 生物･ 化学を含み.かつ 河川 水の影響など陸 域

図8　マッケンジー湾からSHEBA サイ卜{いずれも北極海

カナダ側} に至るＸＣＴＯ;観測線における鉛直断面､{a}

観測 点､｛b)水温､(C}塩 分､{d)密度 の鉛直勾配, 低 水温

水で占められる深度に低渦位{密 度一様}水 がバッチ状

に存在していることが分かる..



研究との連携も含む学際的な体制の 下で総 合 観測を推 進 する予定です　また.北 極海海 盆 スケ－

ルでの 大気､ 海洋､ 海 水変 動を広 域､ 立体.同時 的 に継 続して観 測するため､IOEB( 氷海 用自 動

観測 ステーション)を小 型軽 量な 氷海漂流ブ イに 発展させて 多点 化 すると同時 に.その観 測結 果を

もとに砕 氷船を用いた'ＳＥＡＲＣＨ｣{ 北極変動に関 する同 際 共同観 測プロジェクト}に代 表される国

際 共同 多年氷域 観測に 参加して 各種 観測を行う予定です　この 氷海 漂流ブイは非常 に高精 度な

流速 観 測が 可能であり・北 極海 持 有の 現 象の みならず. 循環場 及び 氷塊 形成に対する渦の 役割

など重要かつ 未解決である非線 形海洋物理 学 一般の理解 が得られると期待されるからです

5｡ 海洋一大気相互作用の研究－海上降雨量の観測
西 部 熱 帯 大 平 洋におい て淘 洋 と人気との 間 のエ ネル ギー授受 に 大きな 役割 を持 つ 降 雨 の メカ

ニ ズム解 明を 目的 とした 人気 観 測 研 究を実 施してい ます. 降 雨 量の海 上 での 把握 は. 人気の 運動

の 熱 源の 強さと分 布を 見 積もる上できわめて 重 要 です､ENSO  {ElNino/Southern Oscillalion: エ

ルニ ー二ョ／ 南 方振 動) に 代 表されるようにｊ密接 に 関 係しあった海 洋と 人気 の 変 化に 着目しながら、

海洋 上 空 に 発 達 する積 雲 対流 の 発生･ 維 持 機 構 と､そ れによりもたらされる降 水 が海 洋に 与える影

響を調 べることが 可能になってきました

とくに､ 海 洋 上における降 水 観 測 はこれまで皆 無 に等しい 状 態でした そこで､ 海 洋 上の 降 水 量を

船 上で直 接 観 測できれ ば､ 人 工衛 星デ ー夕や係 留 系デ ー夕と組 み 合わ せることにより. デー夕のない

領域 を埋 め､ 地 球 規 模で の 水収 支･熱 収 支の 解 明 に 役 立つ と考えて います ．

特 に 観 測 の 少ない､ 時 岡 スケールが 数日 ～数 年. 空 間 スケールが 数km ～1000km の海 上におけ

る降 水現 象を観 測 対 象としてい ます これまで 海 洋 科学 技 術 センターの 観 測 船「かいよう｣ の ラジオ

ゾンデ 等 の 気 象観 測装 置 等を用い て､ 西 部 赤 道 太平 洋域 で 観 測 を行い､ デ ータ解 析を進 めて 来ま

した　平成10 年 度 から海 洋 地 球 観 測 船「みらい｣ の 就 航に 伴い､ドップラーレーダー､ラジオゾンデ 及

び 総 合 気 象観 測 装 置 を活 用した観 測を 行うことが 可能 になりました

その 一例として､ 平成10 年5 月23 日07 時{ 日 本 時 間 ）､沖縄 東 方海 上の 北 紳27 度24 分. 東経132



度21 分の海域で 行った､ＴＲＭＭ(熱 帯降 雨観 測衛 星)との同 期観 測の 結 果を示します. 海洋地球

観 測船｢ みらい」のドップラーレーダーが捉えた降 雨 画 像{ 図9} と西南 西 から東 北 東へ 通 過する

ＴＲＭＭ が捉えた降 雨 画像（図10) とを比較すると､降 雨域だけでなく強弱 の 分 布も非常によく 一致

している様子がわかります ．

今後.雨だけではなく､風のデータと細み 合わ せた 詳細な研究を行うことにより､雲の内 部 構造の

解明 が進むと.気候 シミュレーションモデルの精 度向 上等の 成 果が得られることが期待されます．

膨 大な 量が予想されるドップラーレーダー･データの 品 質管理と解析､観 測 海城の 中緯 度へ の拡

張､ 今後の 人工衛星センサーの 開 発･運 用状 況とリンクした観測計画の 立案と実施 等が 今後の課

題となるでしょう.また､海洋 上空に 発達する雲の 一生を観測 可能になる｢海洋 型偏波ドップラーレー

ダーシステム｣の開 発､ラジオゾンデ等の既 作の観 測 装置とウインドプロファイラー{船舶 上空の風を計

測}やリモート 型温 度･湿 度 連続観 測装 置(船舶 上 空の 気温､ 湿 度を､計測) を組み合わせた｢ 大気

総 合観測システム」などの開 発が今後の課題となると 考えています．

6｡ 海洋物質循環の研究一海洋炭素循環と地球温暖化

6｡1.北西部北太平洋における物質循環研究
淘洋における物 質循環とりわけ炭 素 及びそれに閥 連した物 質の 循環は気候変 化と密接な関 係

にあり､今まで. 多くの海 域で 集中的かつ系統的に観 測研究がなされて来ました. 北 西 部北太 平洋

は. 海 水温 度 が低く､荒 天時 が多いため. 特に 冬 季において 二酸 化炭 素を始めとする物 質 が 大

気 ―海洋間 で活 発に交換されていると考えられてい ます.しかし､実際に 冬季のガス交換を測 定す

ることは 大変 難しくデータはほとんどありません､ また､同 海域は栄 養塩の蓄 積された深 層水の 湧昇

に関 連し､ 植物プランクトンの 基礎生産 力が 一年中高く､ケイ藻 種が優占 種であるので､表層で 生物

により固 定された二酸 化炭 素は他の多くの物 質とともに､ 中・深 層へ 活 発に効率よく輸送されてい

ると考えられています. 便に.北 太平洋を特徴付けて いる点 に､北 太平洋 中 層水の 存在があります．

図11｢ みらい」MR97-02 航 海における観測点及び各観測

点のＴＳ　ｄｉａｇrａｍ.

ＴＳ　ｄｉagram 上 の数字は観測点　TSは2000 ｍまでのデー

タを使用した，



これは､北 太平洋 全城に広がる低塩 分の 中層 水であり､その 移動･ 混 合過 程は北 大平洋の 物質 循

環に重 要な役割を果たしているといわれています. このように､北 西部北 大平 洋は物 質循環に関し

重 要な海域と言われながら､未だに総 合的 かつ 長期の物 質循環 研究はなされていません、

海洋 科学 技 術センターでは1997 年より海 洋地球 観 測船¦ みらい¦ を使 い､同 海 城において本 格

的な物 質循環 研究を始めました､ここでは､ 第一回の 航海( 平成9 年11 月1O 日 から12 月5 日)の 慨要

と得られた結 果の ー部を紹 介致します．

観測点 及び「TS diagram 一（海水の 持つ 水温･塩 分図 ）を図11 に示します　海洋における物 質循

環は物理的､ 化学的､ 生物学的 諸 過 程が関 係しているため. 観 測項目は 多岐 に 亘ります. 第一次

航 海で行った観測作業は以 下の 様になります.

13 測点 において､採 水 及びCTU 観 測を行った､ 採 取した海 水試 料の一 部については､ 船 上

にて塩 分､色素､栄 養塩{ 硝酸塩､ 亜 硝酸塩､ ケイ酸塩.リン酸塩}､ 溶存酸 素. 全炭酸.アルカ

リ度等の 測定を行った.同 地点で採 取した他の 海 水試料は実験 室に持ち帰り､放射性 核種、

徹 量金属､ 炭 素同 位体等の 分析を行う、

○ 表層 海 水中のＣ０２濃度､ 全炭酸､ 栄 養塩､ 塩 分､ 温度 等を連 続的に測 定した. また､大 気中

のC02 濃度も測定した 、

03 地点<Stn.KX ０T,  Sin.4､Stｎ.6)でセジメントトラップ{ 沈降 粒 子捕獲係留 系}の 設 置を行った

同トラップは平成10 年7 月の「みらい 」航 海で回 収 及び 再設置された、

○ピストンコアラー及びマルチプ ルコアラーにより3地点(Stn.KNOT.  Stn.7S、

Stn.8S) で堆 積物の採 取を行った. 今後.堆 積物 試 料は 有孔虫の群 集解 析､化石･

花粉 分析､同 位体(0-18､ Ｃ･13.C-14)

分析・年代測定等に供される.

得られたサンプ ルについては､まだ 分析中 か又は､デ ータの 解析 中のもの が大部 分であります｡ 以

下にpC02( 二酸 化炭素分 圧)の データの 一部を紹 介します。

北緯35 度 から50 度まで､ 東経170 度線に沿った 表面 海 水及び人 気中のpC0  2分 布を図12 に示し

ます。 一般に表面 水中のpC02 は北に向 かって増 加しております｡ 親潮と黒潮が混 合している北緯

図12 北緯35度から50度まで東経170 度線における　 表面水(○)及び大気　) の二酸化炭素分圧でpC02) 水温･SST) 、

(C)塩分の分布



38 度から44 度にかけては塩 分･温度 が変 動していますが.同時にpC02 も変動を示しました｡ 同 海域

のｐｃ０２変 動は表面 水温と塩 分の 変 数としてあらわされ､ 二つの 海 流の混 合によりコントロールされ

ている事がわかります､ 北 緯･15度以 南 では 表面 水は 大気中の2 酸 化炭 素を吸 収しており､以 北で

はほぼ 大気と平 衡にあることが 分かります. 表 面海 水中のpC02 分布は 他の航 海でも､連続して測

っており､今 後データを蓄 積するこにより・北 部北 太平洋におけるC０２の 吸収 量又は放出 量及びそ

の 季節変動を明らかにしていく予定であります．

stｎ.ＫＮｏ Ｔ（44'00'Ｎ.155‘00'Ｅ｣での３日間の 観測期間 中に､ 表面海 水中のC02 濃 度は 大きく変

化しました(図13) 風速との関 係でみると､風 速の 大きい時 に水温と塩 分が 下がると同 時にc02 濃

度が上昇していました.これは､wind mixing  (風による鉛 直混 合)により、下層の 海水と表屑の海 水

が混 合した結 果と推定されます. 強 風 下ではC ０２の 交換 速度は 増 加致しますが､ 大気－海洋のガ

ス交換 量を正しく見積もるためには､ 強 風によるガス交換速 度の 上界の みならず､強 風に伴う下層

のC ０２の 上昇による濃 度変 化の 効 果も今後正しく見積もって行く必 要があります．

6｡２.熱帯･亜熟帯海域における基礎生産

大平洋の赤道域は西側に暖 水塊が存在し､ 東側には湧昇域と呼ばれる海城 があって､ここでは深

層 から海 水がわき上がってきています. 暖 水塊 表層では. 植物プランクトンの栄 養となる硝酸塩 が枯

渇していて. 植物プランクトンの 光合成による炭 素固 定( 基礎生 産)は小さいので､｢ 栄 養塩躍層｣ 近

くにクロロフィル極 大層が形成されています ． 一方､ 東の 湧昇域 では､ 深層からわき上がる海 水に硝

酸 塩が多く含まれているため､ クロロフィル極 大層は暖 水塊の場 合よりも浅くなります．又､ 基礎生産

力は暖 水塊に比 べれば 大きいのですが､硝酸 塩濃度､ 日射 量から推定される基礎生産よりは小さく、

植物プランクトンの現 存量も少ないので､ＨＮＬｃ{High Nutrient Low chlorophll) 海域と呼ば れて

いて､その 存 在理由 は謎の ーつとなっています　この 東西方向の 不均 衡の 様相はい わゆるENSO

の サイクルによって変 化していて. 柚物プランクトンによる基礎生産機 構も同じように変動しています.

海洋 科学 技 術センターでは. 赤道海域 において､この 植物プランクトンによる炭 素の 固定能力とそ



の 変動 を調 査してい ます　 平成9 年12 月には「 かいよう
」に
より暖 水域 におい て､ また. 平成10 年1 月

には
「みらい に

より慣 熟 航 海 の 一環として 赤道 湧 昇域 におい て 基礎 生 産 観 測を実 施しました

海 洋 科 学 技 術センター観 測船「かいよう
」
による調 査は. グアムを出 港し．東経143 度 から赤 道 上を

日 付 変 更線 まで 東進し.マジュロヘ 下る航 海 で､ 海洋 地 球 観 測 船「みらい による､調 査は､ グアムを出

潜し. 東経175 度を経 て 赤 道 上を西 経167 度 まで 東進し．ハワ イへ 至る航 海 でした

この調 査 期間 は. 今世紀 最 大とい われるエ ル･ 二ー二ョの 時 期で. 表面 の海 水温 度は 高く.植 物プ

ランクトンの 光 合成に 必 要な栄 養塩( 硝酸 塩 ）も枯 渇して いました　調 査で は､ 各測 点で 植物 プランク

トン色 素 濃 度､ サ イズ組 成､ 栄 養塩. 水温. 塩 分濃 度 ．太陽 照 度 深 度 分 布などの 生物 光学 観 測を 行

い ました　 炭素 と窒 素の 安 定 同 位 体（Ｃ-13. Ｎ･15) を利 用した 基礎 生産 力測 定では. 表層 から 植物

ブランクトン極 大層 の 下まで１３層に 培 養 瓶を投 人し､ 現場 法による測 定を行いました

赤 道 域 の広 い 範 囲 にわ たる植 物プランクトンの 現 存 量とその 変動 を調 べるため､ 船 舶による海 洋

観 測 の 他 に､ 海 洋 科 学 技 術 センターでは 、人 工衛 星（Orbvie ｗ-II)に 搭 載 され た 海 色 センサ ー

(ScaWiFS) デー夕を受 信し
・
利 用してい ます　図1 ４は､ 赤 道 域にお ける199 ８年6 月10 日 から17 日 まで

8 日 間 の 平 均の 海 色 デ ー夕を 示します　緑 色の 部 分 がクロロフィル濃 度 が高 い 部 分で す　この 時 期

は 工 ル・ニ ーニョが終 了
し
ラ・ ニー ニ ャ への 移 行 期にあるとい わ れてい た時 期で､ 日 付 変 更線 を越 え

て 東経165 度 付 近 まで クロロフィル濃 度 の 高い 領域 が 広 がっている　衛 星画 像によると､ 単に 東側で

植物 プランクトンの 現 在 野が 多くなるという傾向 の みならず､ 西経１１０度付 近. 西経140 度 付近､ 東経

170 度 付近 で 特に現 在 量が 多くなっているという詳 細な 構 造 が明 らかとなりました

今後は
・
これらの 人 工衛 星デ ータと船 舶 による海 洋 観 測デ ータ､海 洋レーザ破 測 装 置による植物 プ

ランクトンのレーザ励 起 蛍 光の 日 変 化などの データを 元に､ 赤道 域 での 基礎 生 産 機 構を明らかにして

い くとともに ．人 工衛 星デ ー夕から 基礎 生 産 力を推 定 する 手法を開 発し. 赤 道 域 における植物 プラン

クトンによる 炭素 固 定能 力を調 査する 予定で す

図14　赤道域における1998年6月10日から17日まで8日間の平均の海色デ一タ　SeaWFS センサーによる: 緑色の部分がクロロフ
ィル濃度が高い部分　日付変更線を超えて,東経16５度付近までクロロフィル濃度の高い領域が広がっているのがわかる



フロンティア研究推進室長　小田公彦

１。地球フロンティア研究システム

1｡1.システムの柵成
航空･電 子･等技 術審議 会､地球 科学技 術部 会によって平 成8 年7 月にまとめられた報告 書｜地球

変動 予測の実現に向 けて¦ の 提 言を受け､宇宙 開 発 事業団と海 洋 科学技 術センターの 共同プロジ

ェクトとして､ 平成9 年10 月１日 に発足した地 球フロンティア研究システムは､気 候変助 予測. 水 循環

予測､地 球温暖 化 予測 及び モデル統 合化の4 研究 領域の 研究に加え. 平成10 年10 月には大 気組

成変 動 予測研究 領域 が新設され､5 つの 研究 領城 で地球 変動 予測の実現に向 けた研究活 動を展

開 中である.

本システムの特 長は､21 世紀に相応しい 新しい 研 究システムとして､ 卓越した研 究指導 者の 下、

研究者を国 内 外から広く集め､流動 研究員 方式を採 用していることである. すなわち､採 用契 約は

単年度であり､研究の 進 捗に応じて契 約を更 新し､研究 者の 年齡に拘らず､優 秀な 研究 者に対して

は能力相 応の 待遇を提供するという思いきった給 与･体系を導 人している.この流動 研究員 方式 に

より､地球変 動 予測の実現という目的 違成に向けた 柔軟な研 究体制が 可能となっている．

現 在､国 内の地球 変 動研究 所( 東京 本部とつくば サテライト､lＧＣＲ)に加え､日 米コモンアジェン

ダに 基づく地球変動 予測のための 共同 研究の 一環として設 立された ハワイの国 際 太平洋研究 セ

ンター(IPRC)､ アラスカの国際 北 極圏 研究センターの 研究 者を含め 合計120 名余(H10 年11 月時点)

の研究 者で研究 活動を行っている. また､IARC､IPRc における日 米の 研究 協 力については､ 日米

科 学技 術 協力 協 定の 下に実 施取り決めを締 結することが日 本の 科学技 術庁と米国 国 立 科学 財

団の間 でまとまり.平 成10 年11 月の 日米 首脳 会談で確認された. さらに､ 本年3 月にはＥＵとのワーク

ショップ､シンポジウムも予定されており､ 本システムは 地球変動 研究･ 予 則の 分野における国際 協 力

の中心的 役割を担 いつつある．

1｡２.各研究領域の現状

1.２.1.気候変助予測研究領域

変 動モデル研 究グループ､ 変 動 解析研 究グループ､ 変動 予測可 能性 研究 グループの3 グループ

構 成で研究を進めている､ 海洋 大循環モデリングは 早くから着 手し､黒潮の変動など西太 平洋沿 岸

域の 海洋 循環変動の予 測を目指した高 解 像度モデルは､海 洋の細かい構造を再現して安定して

走るようになった.また､ 低緯 度に重点を置いたサブグルーブの モデルはインド洋一ベンガル湾に固 有

の 季節変 動 が生じることを示 すなどの 成 果を得ている. 中緯 度海 洋循環研 究のサブグループ では 、

水平 解像度において 世界のトップ クラスとなる全球 海洋 大循環モデ ルをＰＯＭを基として 構築し・科

学 技 術庁航空 宇宙 技 術研 究 所との 共同 研究の 下に､ 本モデ ルの 季節変動 実験を継 続中であり、

現 在12 年の 計算を終えた段階 である.中 高緯 度の 海洋 循 環は 初期 錯乱の 調 節過 程にあるが.低

緯 度域の 循環 はほぼ 力学的な平 衡状 態に達していると考えられる. 本モデ ルの 結 果を 今年度の

HPC　 Ａｓia98 にて紹 介し､高 性能 計 算科学の 分野においても 一定の 評 価を得るに至っている、

(M1.I は 水平分解能1/6 度( 赤道 上では約18km) メッシュの 全球 大循環モデ ルによる計 算結 果の

一例. 表層 海流や 中 規模渦 活 動 等がシミュレート出 来て いる　 さらに､将 来､ 太平洋の 大気海 洋結



合システムの変動をシミュレートする目的で結合モデルを開発中である 一方､現実の 大気･海洋の

10年.数10 年の変動（ＤＩＣＥ)の実態を明らかにするグループは.現在世界中で盛んに研究が行わ

れている北大平洋域の大気･海洋変動について.ユニークな視点でデータ解析を行い､熱帯域の

変動と高緯度域の変動が別であることを指摘するなど.成果を挙げつつある．

1｡２.２.水循環予測研究領域

広 域 水循環 過 程グループ'､陸 面 水循環過 程グループ､ 雲･降 水過 程グル一プの3 グループから成

る 全 体として､国 際 協同 研究プログラムのＧＡＭＥ (GEWEX Asian Monsoon Experiment) と連

携し､野 外観測で 得られたデータをもとに降 水 道 程と陸 水 文過 程のより良 いモデ ルを作り､次 世代

の 気 候モデ ルにおける水循環過 程の向 上に資することを目的としている.ＧＡＭＥ 集中観 測に伴う．

夕刻 熱帯) チベッ卜.堆河流域( 亜 熱帯). シベリア(寒 帯)の 各特 別の観 測データ収 集を行い. 予備

的 解 析に着 手した　また. 永久凍 土域 での 水循環､ 植 生を介しての 大気･陸 面 水交換のモデ ル化も

試みている 雲･降 水 過程グループでは､雲 解 像モデルを開 発し､熱帯 太平 洋 上での 観測された 対

流雲のシミュレーションの国 際比 較実験(GCSS の 一環）に参加している

1｡2.3.地球温暖化予測研究領域

温 暖 化研究 グル－プ､ 炭素 循環 研 究グループ､ 古気候研究 グル ープの3 グループで構成される

地 球温暖 化が台 風に 及ぼ す 影響を検討 するため､ 異なる対流スキーム､異なる海面温度 分 布によ

って結 果がどう変 わるかの実験 を行った いずれの ケースも温暖 化に伴い台 風は減 少するという結

果が 得られた 炭 素循環 モデリングに関しては､Ocean Carbon ・ Cycle Modcl Intcrcomparison

Ｐroject OCMIP) に参 加し､それに沿った人気･海洋間物 質交換の 実験を行い.また､海洋 生態系

の変 化をもとり 入れたモデルを作る準備を始めた. 地球温 暖 化 予測を確かなものとするため､それに

匹 敵する過 去の 気 候変動の メカニズムを調 べ､モデ ルで 再現できるかどうかを検討する古 気候研

究 グル－プでは､最終 氷期(約2 万年前)と気候温暖 期（約6 千 年前} の条 件下での 気候の 高解 像

度モデルによるシミュレーションに着 手した．



1｡２.４. 大気組成変助予測研究領域

アジア･ 太平洋 域( ユーラシア 大陸 中 央部､ 北 極海を含む)を中心として､ 気候変 動や 大気環 境

汚 染に関 わる大飢 微 量成 分の 帖送､ 変 質､ 沈刀の物理的･ 化学的プロセスを明らかにし､この 地 域

の 化学 天気図を描くと共に､ 気 候変 動フィ－ドバックを含めて将 来の 人 気組 成変動を予 測するモデ

ルの 構築を行い､高 度な将 来予測を行うことを目 標として､研究 者の 採 用を始めとした研究 体制の

整 備を行っている、

1｡２.５.モデル統合化研究領域

地 球シミュレータを活用して研究を行うための｢ 次 世代気候モデル｣の開 発を目指す､ 持に､対流

雲 の取り扱いに関して問 題点を検討し､次の2 つの 方向で大気モデ ルの開 発を進めることとした、

(l 〉水平解 像度30 ～50km 程度で 基本的には 従 来型の パラメタリセーションを行い､ 解 像度に応

じた改良を加える｡地球シミュレーター 上で､10 ～20 年積 分が2～3 日で 行えるようになろう。

(2) 水平 解像度1km 程度の 雲解像広領城モデ ル及び 水平 解像度5km  程度の 全球 大気モデル。

熱 帯域のクラウドクラスターを直接取り扱うことを目指す､ 高 解 像度化に伴い､それ以 外のプロ

セスも直接扱うことになるので､そのための 基礎 研究を開 始 する。

海洋モデ ル､海 氷モデルにつ いても､モデルの 基礎となるプロセス研究を進める、

1｡２.６.国際北極圏研究センターにおける研究

全球気候変動における北極域の役割を明らかにすると同時に､温暖化などの地球変動が起こる

過程で北極圏で顕著にあらわれる影響を検出し､予測することを目標としている。当初の研究課題

は次の2 つである。

(1) 海洋･海水･大気結合システムの解明

(2) 北極圏における生物 化学過程と生態系の解明

これらの課題をさらにいくつかの問題に分け､それぞれについて日本側､アメリカ側の担当 者をほ

ぼ60％決定し､必要な研究員公募を行っている｡海洋モデルに関しては､3次 元の対流を扱う高解

像度非静水圧モデルの開発に着 手した｡

1｡2.7.国際太平洋研究センターにおける研究

アジア･太平洋域における自 然の 気 候変動を解明し予測 可能性を明らかにすること､温暖 化など

地球 規模環境変 化の地 域的 特性を明らかにすることを目 標としている｡

日米 協同で次の4 研究 課題をかかげ､グループ作りを進めている｡

・｡アジア･太平 洋の 気候

b. 太平洋の海洋変 動の 予測可能性

ｃ.アジアーオーストラリア･モンスーンと水循環

d.地球 規模変 化のアジア･太 平洋城の 気候への彫響

各課題につい て既に研究に 着手し､海 洋混 合層の 高解 像度モデリングや､10 年～ 数10 年変 動

に関 係すると考えられる主 温度躍 層 中の 等密 度 面 上の 循 環の 海洋 モデ ルによる検討､アジア･太

平洋域におけるモンスーンの降 雨による大気加熱の解 析､ 特別な数 値計 算法による赤 道波の 伝播

の 正確なモデリングなどで成 果を挙げつつある。



1｡３. 今後の展望

地 球フロンティア研 究システムは､ 地球を 一つのシステムとして捉え.大気､海洋 、陸 域の 複雑な

相互作 用の 解明と､これを反映したモデ ルの 研究を行 い､地 球規 模の 諸現 象の 精度の 高い 予 測

の 実現に 資することを目 標に.現 在下記の5 研究 領域において研 究活動を展開している．

(1) 気候変動予測 研究 領域

(2) 水循環予測研究 領域

(3) 地球 温畷 化予 測研究 領域

（４)大気組成変 動 予測研究 領域

(5) モデル統 合化領域

これらの 研究 領城に 加え､平 成11 年度以降 には､地 球 規 模の環境 変 化に 対する生態系の 変 化

の メカニズムを解明し､その 応 答を予測することを目 嫖とした(6) 生 態系変動 予測 研究 についても

着手 する予 定である．

これらの 研究を実 施する最適な研 究環境として､ 得られた知 見の確 からしさの 検証実験 及び 予

測実験的な計 算を実 施するための計 算機が 不可欠であり､計算能 力や計 算時間 等につ いて研究

の 進捗に 支障 のない計 算機 環境を整 備 する.また､研 究者が研究に専 念できる環境を作るため､ 研

究 支援 体制を強 化する､特に、計 算機の進 捗により計 算技 術がより高度 化するのに伴い､これらの

研究 支援を行う.

さらに､地 球フロンティアでは､地球を 一つのシステムとして捉える総 合的な取り組みが必要であり、

国 内 外の関 係 機関と共同 研究など有機的な連携を推 進するため､国内 外から優 秀な研究 者が集

まり､研 究の 交流 が活 発に行われることをめざし、国 際 北 極圏 研究センター(IARC) 及び国 際 太平

洋 研究センター(IPRC) の他､ 今 後も研 究の必 要性に応じて､国内 外の 研究 機関との 連携. 研究拠

点を設置する．

なお､ 地球変 動 予測の実現には､プロセス研究･モデ ル研究、観測 活動( コア採取･ 分 析を介む)

及び地球シミュレータなどシミュレーション技 術の開 発と三位一 体で進めていくため､ 当センターの観

測 研究 及び 深海掘 削､ 宇宙 開 発 事業団 その 他観測関 係機関 、並びに.2002 年の 運 用開 始をめざ

して開 発が進められている地球 シミュレータと連携して研 究を推 進するとともに､H11 年度 予算で 要

求している地球 観測フロンティア研究システムとも十分に連携をとり.地 球変動 予 測の実現に向けて

研究 活動を推進していく.

2｡ 深海環境フロンティア研究

2｡1.はじめに

深海環 境フロンティア研究は 第1 期8 年､ 第2 期7 年､ 合 計15 年にわたるプロジェクトとして平成2 年

10 月に深海 微生物 研究グループを設 置し発足した.このプログラムではまず深海 徴生物の研 究 分

野において 世界のトップグループになることを目 指し、特に海洋の 微 生物研 究 分野で 欠けている分

子生物学的 手法を用いて 研究を進めることにした、

第1 期(平 成2 年10 月一平 成10 年9 月)では深 海の 高圧 力、低温、高温等の特殊環境 下( 極限 環

境) に生息している深海 微生物を対 象に研究を 行い. 世界の深海 微 生物あるいは極限 環 境 微生



物 分野 で 先導的 役割 を果 たすまでになった､ 第1 期 の成 果に つ いては､ 平 成10 年１月に 本 プロジェ

クトが 主 催した極限 環 境 徴 生 物国 際 会議(Inter ｎａtional Congress on Extremophiles '98) にお け

る発 表や､ 平成11 年 発 行を 予定してい る単 行 本(Superbugs in Deep-Sea Environments) に詳 細

にまとめられ る予定である｡

第2 期( 平 成10 年10 月 一 平 成17 年9 月) では 第1 期 の 成 果を踏 まえ､ 深 海 徴 生 物 につ いて 極 限

環境 にお ける生理 学 的 な適 応 機 能 を解 明 するとともに､ 深 淘 の物 理 化 学的 な 極限 環 境 に 対して 深

海 徹 生 物 がどう反 心し､ その 情 報 がどのように 細 胞 内 に 伝 達 されるかを 分 子レベ ルで 解 明 すること

によって､ 深 海 徹 生 物 の 本 質を明 らかに す る､ その 中 から主な 研 究 成 果と将 来の 展 望に つ いて 報

告する｡

2｡２.主な研究成果

2.2.1.ゲノム解析(全遺伝子解析)
ゲノムとは､ある生物の 有する全遺 伝子のことである｡従って､その 生物の 持つ特性はすべてそこ

から発している｡ つまりゲノムを解 析することによって｡理論的 にはその 生物 の性質がすべ て理解 で

きるはずである。

極限 環境 への 適 応を､遺 伝子の 立場から総 合的 に解明 するためには､ その 微 生物の 全遺 伝 子

を明らかにすることである｡そのために､深海にも生息している好アルカリ菌の 一種であるc-125 株の

ゲノム解析を開 始し、 一年足らずでほぼ 全塩 基配 列を決定した　 この スピードは､これまで 世界に

02.1 好アルカリ攤Ｒ●ＳほSp.(冫12S のｌtｉ 子地圃



例を 見ない 早さである　得られた遺 伝 子地図 の概略を図2.1 に示す　 今後はゲノム中 の み遺伝 子

を解 析､あるいは操 作することにより、１｝ア ル力リ性を好 む理由 の解 析.2 ）有用物 質生産 菌への 転

換､3) 好アル力リ遺 伝 子の 他の菌 への導 人などの応 用が拓けるものと期待される

以 上.の研究を通して. 今やゲノム解 析センターとして 外部からも高く､評価されるようになり､企業や

大学から 手法を学ぶための訪問も受けるようになっている

2｡２.２.圧力生理学の提曙

深海は 高圧｢ 例えば. マリアナ海 溝 最深 部では１０００気圧以 上｝という極限 環境 に加え、 一般的 に

低温(2 －4 ℃）であり、熱 水鉱床のような場所では逆に３００℃を越える高温である このような極限 環

境に 生育する微 生物 から､高圧に耐 えるだけではなく､むしろ好む菌( 圧 力の 高い 程.よく増 殖する

菌). 超 好熱菌. 好 冷菌 等が 見出されている これら極限 環境に棲む微 生物 達は､ 当然その環境に

適応するための 機 構を備えている その 機構を､微生物の 生理学的 立場から研究を行った　その 結

果､約500 気圧の 圧 力によって細 胞内の 化学 反 応の 平衡がずれてpH が 下がること､更に下がった

ｐHを 元に 戻すために細胞内 液胞が 重要な働きをしていること､ 等の 成 果が得られた　（図２・2にそ

の 研究 に使われた酵 母菌と液 胞の顕 微鏡写 真を示 す) これらの 成 果に 対して､ 圧 力 生理 学

{Baro-( またはPiezo-}physiology)｣ という新しい学問 分野を､ 世界に先駆けて提唱した

位相差顕微鏡像 蛍光顕微鏡像

細胞質

液胞

図22　酵母菌の綱胞質と液胞の顕微鏡写真

上下各２枚の写真は各々細胞質全体と油脂のみを蛍光色素で染めた像である



2｡２.３.マリアナ海溝で超好熱細菌を発見

世界最深 部のマリアナ海溝､ チャレンジャー海淵{ 深度約11.000 ｍ) から採取された細菌の中 に．

80 ℃以 上で増殖する超好熱細 菌が 見つかった( 電 子顕 微鏡写 真を図２.3に示 す) これまで 多く

の 超好 熱菌 が深 海底熱 水孔において 発見されたのに 対し､この 細菌 は 傾めて低温（2-4 ℃)のマ

リアナ海溝の海底 から見出された 低温の 深海底に超好熱菌が 生息しているという事実の 発 見は、

超好熱菌 の 分 布が深海底のごく限 られた熱 水孔 環境 だけでなく､焦限 に広がる深 海底やさらにそ

の 下に広がる海底 下の地 下環境にまで 及ぶことを示唆 するものである

図2.3　地球最深のマリアナ海溝で発見された超好熱菌の電子顕徴境写真 a ―fの順で極大されている



2.3.第2期の展望

第1 期の 研 究成 果を大きく進 展させるために､ 新しい 切り囗で次のような研 究に取り組 む 予定 で

ある｡また第2 期においても､引 続き有用(微) 生物の 研 究開 発を行う。

2.3.1. 深海の物理化学環境の研究

微生物の極限環境への適応を十分把握するためには､微生物のみに注目しているだけでは不

十分である､特に微生物が生きている周りの物理化学環境､特に極限環境における水の状態／構

造と､微生物との相互作用という観点からの研究が不可欠である｡そこで高圧･高温の 一つの極限

の水として超臨 界水の研究を取り上げる｡超臨 界水とは､気体と液体の区別のなくなった水で､純

水なら374℃､220 気圧以上で出現する｡このような超臨界状態の水は､深海の熱水鉱床や海底火

山の 上に存在することが予想される【図2.4に超臨界水を説明する図を示す｡)｡

2｡3.2.多細胞生物の取り込み

微生物 で提 案し進展させる 予定の｢ 圧力 生理学｣ を､より広く 一般の 生物 にまで拡 大する.まず

は. 多細 胞生物の培 養細胞を取り扱う.実際の サンプ ルとしては.シロウリ貝などが考えられる．

２。3.3.ゲノム解析

深 海環境を持 徴付けている高圧に適 応するメカニズムを解明 するため 第2 期においても引 続き

好圧菌 のゲノム解析を行う、

2｡４.研究成果の波及効果(更に先の展望)

第1 期でマリアナ海溝という世界の最深 部の 微生物 研究､ 第2 期でその物理 化学環境の 研究に

より､地 球 上の 最後のフロンティアとい われる深海の姿も徐 々に明 かになるであろう｡深海 環境フロ

ンティアの 将 来の 研究 領域としてつぎのようなことが 考えられる｡



2｡４.1.海底掘削計画

当センターでは地球深 部の 構造･ 地殼変 動･地震 発生機 構 等の 解明を目 指して海 底掘削 計画

を推准する予定であり.深 海環境フロンティアとしても深海底地 殻内 徴生物の 研究に取り組みたい

と 考えている,深 海よりも更に厳しい極限 環境に 棲む 徴生物 はどのような特徴を備えているの か.興

味のあるところである.

2｡４.２.地球外(微)生物の研究

海底地殻内の環境は､地球外(例えば火星)の厳しい環境により近づく.海底地殻内に微生物

が棲んでいれば､それはそのまま地球 外における生命の可能性につながることになろう、

2｡4.3.生命の起源

地球 外生 命と地 球 上の 生 命の比 較は. 生命の起源という人 類の 永遠のテーマに 大きな進 展をも

たらすはずである,深 海の 極限 環境 微生物の研 究はこのようなロマンにつながる夢 多い 分野である．
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3｡ 海底下深部構造フロンティア研究

3｡1.はじめに

海底下深部構造フロンティア研究では､海溝域で発生する巨 大地震の解明を目指している､主

要な研究 対象は､南海トラフ､日本海溝及び日本海 東縁であり､下配の3 課題により研究を推進し

ていも

･海底 下深部構造研究

･長期海底変動研究

･海底 下深部変形モデリング研究



3｡２.研究内容･成果

3.2.1.海底下深部構造研究
本研究 では､ 海底 下深 部の 構造 探査を実施しており. 手法として 主に深海調 在研究船｢ かいれ

い」を用いたマ ルチチャンネル反 射法と呼ばれる音響探 査と自己 浮 上型海底地震計を用いた屈折

法探 査を併 用している．

平成9 年度は室戸 沖南海トラフ三 陸 沖日 本海溝の 探 査を実 施した. 平 成10 年度は 福島 沖日 本

海溝､熊 野灘 沖南海トラフ並びに､足摺岬 沖南 海トラフの深 部構造探 査を実 施している 西部南 海

トラフでは100 －200 年といった間隔 で巨 人地震 が発生しており､1946 年の 南海地震 発生より既に

50 余年が経過し､国 際的 にも研 究 対象域として 大きなの関 心を集めている. 当フロンティアでは､ 広

域な深 部構造 探 査を実 施し､その 詳細 構造の 把握を進めている. 構造探 査の 結 果例をM3.1. 図

３.2に示 す 図３.1はマ ルチチャンネル反射法探 査の結 果であり､プレート沈み込 み 上面ならびにす

べり面 形状が明 瞭にあらわれ.す べり面 から海底面に達する断 屑の 発達も確認された 図3.2 は.自

己 浮 上型海 底地震計を用いた屈折 法探 査による深 部構造である 深 度30km に至るプレート沈み

込み 構造が明らかになっている 今後も. 主要 対象海 域の広 域な深 部 構造の把握を実 施していく

予定である．

図3.1室戸沖マルチチャンネル反射法による探査構造

図3.2　海底地震計による室戸沖屈折法探査構造



3｡２.２.長期海底変動研究

本研 究は､現 在海底 下で進 行している地殻 活動のモニタリングを目的としている｡その1っとして、

宇戸沖に設 置されたケーブル式 海氏地 震計からの データを用いた解 析を行い､四国 沖南海トラフの

地震活 動のモニタリングを実施している。

また､より広城な地殻 活動をモニ タリングするために地球 科学データベースの 構築を進めている。

この 構築･活 用によって､深部で進 行する変形の 数値モデル化が可能となる(図3,3) 。

海底下深部構造ＤＢシステムの構築

3｡２.３.深部変形モデリング研究

本 研究では｡ 深 郎構造 研究ならびに長期海底食 動研究 の研究成 果を活用し､深部 構透数値モ

デルを用いて長期的な地 殻変動 のモデリングを実施している｡

モデリング研究で 重要な点 は､ 解析機能の開 発･整 備に加え解析 精度の適 正な評 価である｡この

解析 精度については 解 析手 法の 精度とともに､ 用いる数値モデル･境 界条件の精 度が人きく影 響

する｡本 研究では､理 論的 検証の 他にＧＰＳ等で検証 可能な地般 変動の ケーススタディを通じ､解 析

手法の 精度を検討･評 価するとともに､実 際に得られた深部 構造モデ ルを用いた地殻変助 モデリン

グを行い､ 津波データを用いた地殻変 動 解析結 果との 比 較 検討を行った｡1994 年-｢三陸 はるか沖

地 震｣ の震 源メカニズムを用いた地殻変 動 解 析では､陸 上GP Ｓデータと良い 対応が見られ､ 解 析

精 度の信 頼性を確 認した(M3.4)｡

3｡３.今後の課題

当フロンティア研究の目的 である｢海溝 域巨 人地 震 発生メカニズムの 解明｣ のため､ 当 面､南海ト

ラフならびに日 本海溝に 重点をおいた研究の椎 進を図って 行く。

また､国内 外の研 究プロジェクトを視野においた研究の 取り組みも重要と考えている。



1994  Sanriku'Haruka-Okl Earthquake

図34　1994年三陸はるか沖地震による地殻変動モデリンク



海洋生態・環境研究部長　伊藤　英樹

１。はじめに

地球嚶境問題 は今日の 人類が抱える最も深 刻な問 題であり､かつ 早急に 対処されるべき課 題で

ある.地球 環境問 題の解決 策を見いだすためには､ 環境変動による生物 多様性の変 化が.地球環

境の将 来にどのような 影響を与えるかを評価することが 重要である.同時 に､生態系による物 質 循環

を全球的に捉え環 境変動 メカニズムを明らかにすることも必 要である.．

海洋は地球 裏面の7 割を占 めており､したがって.そこに存在 する生態系の理 解なくして地球 規

模の 環境 変動現 象を明らかにすることはできない. それ 故､ 海洋 生態系の 仕組みを定性 的･ 定 量

的･時 系 列的 に理 解 することが､地球環 境問 題の解決のために必要 不 可欠である．

そこで 平 成10年4 月より､海洋 生態･環境 研究 部が発足し､海洋 生態 系の実 態を把握 する 一端を

担うために､潮間 帯を含む沿 岸域と.漸深 海帯から趙深海 帯そして中 層から超深海 層にわたる.い

わゆる深 海域について 生物学. 海洋物理 学､ 海洋 化学､ 海洋 工学など多 方面から生態系 研 究に

取り組み始めた.

2｡ 海洋生態系調査研究への取り組み(平成10 年度)

2｡1. 海洋の生態系変動機桶の解明研究(主にサンゴ礁生態系を対象として)
本研究 では､ 生態系の 群 集構 造､機使､ 物 質循環､ 変 動現 象等の 生物変 量等を物理 化学 的な

諸環境 要因の 変動と併せて計 測監 視することにより､人間 活動による生態系への 負荷の 制御に資

することを目的としている｡当 面は､ サンゴ礁 生態系を主 休に､国内では､石 垣島 と西友島 の間にあ

る石西礁湖( 東西約25km､ 南北約20km) を対象に以 下の項 目を実 施する｡また科 学潜水研究で

は｡その 安 全性と潜 水者の健康管理に関 する有人潜 水実験や動物 実験 等をも実施 する｡

（１)生態系の環境 研究

(2) 生態系の 低次 生産研究

(3) 生態系の 構適 解明 研究

(４)科学 潜 水研究

2｡1.1.今年度の実施概要
石西礁湖において､平成10 年10月5日( 月)～10月24 日(土)の間､ 生物面､低次生産･水質面、

物理環境面からの3 つのグループにより総合的な調査を行った(図.1）

(¦) 生態系の環境 研究{ 図.2}

･J)海中エレベ ータ等による礁 斜面の 海 水環境の連続 調 査:海中エレベ ータ､及び4 台の 流速計

を礁内 外に設置し聴内 外の物 理環境 針 測を行った.

･ 礁内 外の海 水流動:海底設 置型音響 多層流速 計を水深32m の 海 底に設置し､礁斜面の5 層

の流向 流速 及び波高を針測した、

ミニ海中エレベ ータ等による水路の 流れ:ミニエレベータと電 磁流速 計を水路に設置し沖介と礁

内の 海 水交換を調査するための物理 環境調査を行った 、



パッチリーフでの調 査:外洋 水の影響を受けや すいりーフ内 のパッチリーフ(sI.Ａ)と､リーフの

奥に位置 する海 水交換が少ないと思われる付近に位置 するパッチリーフ{sI.ｃ}の2 ケ所で、

水質環境に 影響を及ぼ す海 水流動に関 する基礎 データを収 得した､St.C では流速 一流向の

変動が潮 汐に明 確に対応していなかった

(2) 生態系の低次 生産 研 究

① 水路に沿った湧 昇プ ルーム形 成域の海 洋観測 水温､ 塩 分､ クロロフィル等の 表層 水平 分布

および 水温の鉛直 分布を測定した結 果､小浜鳥 北側において湧 昇の存在が示唆される(Ｍ ．

３)．また.台風10 号の通過により､黒島 内側において 深度70m 以 浅層で約1℃の水温 低下が

認められ､このことがサンゴの生育に好ましい影響を与えていると考えられる．

礁湖 全域 の定線での航 走調 査 及び定点 調 査:光 学式動 物プランクトン
計 量シ
ステム(ＯPC)

および 垂 下型ＯＰＣを用いて､調査を行った. クロロフィル濃 度は 東側( 石垣島 側)において高

かった､ 動 物プランクトン密 度はほとんどの水域で2 個 体／Ｌ以 下であった. また.西 表島 北側

の表層において20 個体／Ｌを越えていた.

j･ パッチリーフでの調 査=プランクトンの経時的な調査を行った. 水柱中のプランクトン密度は 夕方

に増 加がみられた　パッチリーフ(st.Ａ)と､ パッチリーフ(Sl.Ｃ) の2ケ所で､ 水質環 境に関 する

基礎デ ータを取 得した．



(3)生態系の構造解明研究

① 全域の定 点の サンゴ 分 布調査= 全域に26 点の観 測点を設定し50m の測線を単位とした潜 水

調 査を
実 施しサンゴの白 化現 象等の現状を把握した

全域の定線のサンゴ分 布の航走 調査=全域に10 定線を設定し水深10m 以 浅のサンゴ 分布実

態を調査した.その 結 果、サンゴの 広域に 亘っての 分 布状況を把 握した、

③ パッチリーフでの調 査:サンゴ群 集構造と白 化の調 査、魚 類 群集の 構造の 調 査　パッチリーフ

と流 れ藻に蝟 集する稚魚の 生態 調 査、魚 類の摂 食 行動の 多 様性調 査､魚 類バイオマスの 計

測の試 み、海 草藻場 のマッピング、サンゴ唯海 域の漁 法の調 査等を行った．

④湧 昇プ ルーム影響域 のサンゴ 碓の調査=湧 昇プ ルーム調 査を行った測線の 内 、2測点におい

て､サンゴの 生育状 況を調 査した結 果､ 小浜島 北側では黒島 西 岸と比 較して. 被度は 高く、

出 現 属数は 多く、白 化したサンゴは 少ない傾向 がみられ 、これらより小浜島 北 側の 方が生 育

状況が良 好であったといえる.また.白 化したサンゴを水中マイクロスコープで 観察した．

{・／科学潜水 研究

4}潜 水者の呼吸 動 態の 計測:携 行式 呼吸 動態計 測装置を用い､調 査潜 水中の研究 者の呼吸

状態を測 定した．

②潜 水 者の減 圧症 予 知予防:減 圧症の 主 原因 である血中 気泡 検知を実 施し.また潜 水 後の 高

所移動に起因 する減 圧症の 基礎調 査を行った.

③ 石西礁湖調 査のほ か､浅海の飽 和潜 水と短時 間 潜 水の 有人 実験､ 科 学 潜水ワークショップ

の開 催､ 健康管理 に関 する減 圧性骨 壊死､ 高圧 環境の 細胞レベ ルへの 影響 等の 研究を行

っている.

(5) まとめ

以 上のようにサンゴ 礁生態 系を生物 面から､低次 生産･ 水質 面からまた､物 理環境 面から高密

度･高 精度に調査を行った.

① 今回の 調査で､サンゴの 生育 状態とその環境 因 子、下層 水の 表層への 供給状 況､ サンゴ の

白 化状 況の 分布等の 一部が明らかになった､ 今 後､ 本調 査を推 進 すれば. サンゴ礁の 保 全

のためのサンゴとその生 棲環境との因 果関 係の 方向 性 が見い出 せると思う.

② 石 西礁湖はわが国の サンゴ 礁にあって比 較的に陸 域の 影響が小さい海 域であり､気候変動



に 伴う環境 変動とサンゴ 礁生態系の関 係をモデ ル化するのに適している 海 水流動も比 較

的に単純であり､潮汐と風による流 れのシミュレーションモデ ルに 対する基礎デ 一夕が得られた

特に今回は極めて静隠な時 期と台 風時の 海 水流動データが得られた

今後. 本調 査を推進す れば､ 地球気候変動の 予測に寄 与する可能 性を見い出す 事ができる

ものと思われる

2｡２.深海生態系に関する研究

２.２.1.化学合成生態系に関する研究

深海域は 全海洋の9 割以 上を占めているため.そこに生息 する生物に関 する研究は海洋の総 合

的な理 解のために 不可欠である.また.深 海 生物は. 我 々人 類から見れば､ 高圧･暗 黒･ 低温といっ

た苛酷な環境に生息しており､その適 応使 力は 独特で. 有益な機能を見いだすことができると考え

られている　深海 生態系には､ 光合成生態系のほかに熱 水噴 出･ 冷 水湧出といった地球内 部の変

動現 象によって成り 立つ 化学 合成 生態系 がある とりわけ 大規模なの が熱 水噴出孔 生物 群 集や

冷 水湧出 帯生物 群集である これらは､ 深海底から噴出 する物 質を間 接･ 直接的に取り込 んで 莫 大

な生物 量を維 持しており.噴出 物 質の 循環に 大きく関 与していると思 われる．

我々は有人.無人の潜水調査船を有し、

我が同で最も高頻度に深海城にアプロー

チできる機関であり､これらの深海生物に関

する調 査研究を積極的に実施してきている

(図.4）

平成10 年度の 化学 合成生態系研究は

以下の項目を中心に実施した

(１）生物群集の構造や組成の解析､(2) 化

学合成生物群集の 分散過程の検討､(3 ）

環境要因と生物生態の関 係､（４)有用物

質の検索､(5) 採 集機器や測定機器の開

発

(1) 生物群集の構造や組成の解析及び

(2) 化学合成生物群集の分散過程の検討

従 来から継続して調 査している相 模

湾･ 沖縄トラフ･小 笠原 海域などの 化

学 合成 生物 群 集{ 熱 水噴出孔 生物

群 集や 冷 水湧 出 帯 生物 群 集} につ

いて 調 査を 行った さらに､ 西 太平洋

域の 生物 地 理を検 討 する 上で 重要

な パプアニュ－ギニア周辺 のマヌス海

盆の熱 水噴出孔 生物 群 集につ いて

も調 査を 行った(図.5) 冷 水湧出 帯



生物 群 集に関しては､北海道 釧路 沖 や日 本海溝で 行った　これは日 本周辺から北 部 太平洋

の沈み込 み帯 にかけてのシロウリガイ類の 分散過 程を解き明 かす 手がかりの 一つとなるであ

ろう また､鹿 児島 湾の ハオリムシ類の 発生実験などを試みた

(3) 環 境要因と生物生態の関 係

シンカイヒバリガイ類の 成長速 度測定などの現場 実験を行った. また.深海熱 水噴出孔 生物 群

集と類似した環境である陸 上温 泉の 生態系において、イオウの取り込み 方.バクテリアの組成

の比 較などを検討した

(4) 有 用物質 の検索

シロウリガイ類･ハオリムシ類の持つ 有用物質の検索を行ない､シロウリガイの 有機 溶媒抽出 物

中に抗腫瘍 物質の副作用を抑える物 質･が存在することを明らかにした

(5) 採 集機器 や測定 機器の開 発

各潜 水調 査船 や無 人探 査機で使 用するための.吸 引 式ベントス採 集装置の開 発も行った

また.深海 生物を陸 上で飼 育するための 基礎 実験を行っている

.2.2. 光 合成生 態系 に関 する研 究

現 在の海 洋環 境研 究で､物 質輸送や海洋 生態系を理 解する 上で､ 最も情 報が欠けているのは、

中･深 層生物とそれをとりまく環境である 近 年､潜 水調 査船や無 人探 査機の調 査により.中･ 深層

には 多様な 生物が 存在していることが知られるようになった　しかし､中･深層 生物の 殆どは ゼラチン

質であるため非常に壊れ 易く､船 上から吊り降ろすプランクトンネットなどで完 全な試 料を採 集するこ

とや､採 集した試 料を陸 上で飼 育することは 極めて困 難である そのため. 中･ 深層 生物の 分類学

的､ 生理･ 生態 学的情 報は殆ど得られていない

それらの 研究には操 作性 の高い無 人探 査機ＲＯＶや 有人潜 水調 査船が 有効であることは. 米国

のモンテレー湾 水族館 研究所{ 以 下ＭＢＡＲＩ}などが実 証しつつあるMBARI は､ 無 人探 査機ROV

を用いた研究では 世界をリードした研究 機関で､海洋科 学技 術センターとは.研究 協 力協定（ＭＯＵ｝

の 基に 平成６年度から共同 研究を行ってきた　そうした中で. 中･深 層域の 重要性に 対する認 識が

高まってきており､中･ 深 層域の 生物 研究の 発展

のために両機関 のＲＯＶを有効に活 用した研究 が

必要となる{Ｍ.6}

以 上のようなことから・（１)中 層生 物 群 集の 構

造､ 組 成. 生物 量の 解 析・(2) 中･ 深 層 生物 専用

の採 集器 及び 飼育装 置の開 発を行った

(11 中層生物群集の構造､組成､生物量の解 析

相模湾. 小 笠原 海城､ 日 本海 溝. インド洋 、

マヌス海 盆で海航調 査を実 施し ．多くの 新

種動 物の 発 見や 行動観察 などを行った

(2) 中･ 深 層 生物 専 用の 採集 器 及び 飼育 装

置の開 発

軟らかい 体をこわさずに採 集する吸 引 式 採

集器､ ゲートサンプラ一などを整 備した

今年度は､ 無 人探 査機「かいこう の 本格的 研



究運 用が開 始され たことに 伴い 、世界

最深 部であるマリアナ海溝チャレンジャ

ー海 淵( 水 深約10900m) の 生物 調 査

を実 施した その結 果、世界で 初めて

端脚 類∃コエビ　Hirondellea gigas 、

図.7 参照:約４.５ｃｍ) の採 集を 行った

他にも､ナマコ類の 生息を確 認した

2｡３.地方自治体との共同研究

この研究は. 地域に密 着し､その海

域特性を生かして､地域振興が図れる

可能性のある課 題､ならびに地域における海洋 科学 技 術の 振 興や 普及啓 発を図り､研究開 発終 了

後の 事 業化を目 指し､ 海洋 科学技 術センターと 都道 府県 等が 共同して 研究開 発を行っていくもの

である

２。3.1.沖合海中空間利用拡大技術の開 発

岩 手県との 共同で､ 未利用の海中空 間をアワビ養殖 等に 利用することを目的 に､潜降 浮 上型 人

工海 底「マリンあや１号｣を開 発した 本研 究では､これをさらに 発展させるため.波 浪 の高い海域に

ノーメンテ ナンス型の鉄鋼 製 海洋 構造物を
設置
した時 の､ 施設の耐 久性･耐 候性に関 わる基礎デ

ータの 取得を 主課題としている

2｡3.2.沿岸漁場モニタリングシステム実用化事業

仙台 湾は 養 殖 業や漁船 漁 業を中 心に高 度に 利用されており､マガキの 浮遊幼 生の 分布域を持

定 すること､また赤潮　貝毒プランクトン､低酸 素水 塊の 発生などによる漁 業被害を未然に防 止するこ

となどが求められている そこで､海 中エレベータシステ厶を中 心とする水塊流 動モニ タリングシステ

ムの実 用 化研究を行い.海 水環境の 鉛 直 分布を連 続的にモニ タリングして 水産関 係 者のデー夕利

用を図るとともに､ カキ浮遊幼 生などの 生物
調 査
を行い・仙台湾における浮遊幼 生の拡散･ 滞留･ 集

槓の機 構を解明し.沿 岸養殖 漁 業の振興に 役 立てることを目的として実 施している

2｡3.3. 大村湾の貧酸素水塊発生抑制技術の研究開発

大村湾{ 長崎 県} は､ 夏期には 貧酸 素 水塊 の 発生が恒 常 化している 貧酸 素 水塊は 水産魚 介

類の 生息を阻 害し.また赤潮を引 き起こす原因 にもなっ
ている.
そこで､ 大村湾における貧酸 素 水塊

の 発生メカニズ厶を解明 するとともに.その 発生を抑 制 する流動 撹拌技 術を研究開 発している

2｡３.４. サツマハオリムシの簡易採集システムおよび飼育手法の開発

鹿 児島 湾の熱 水噴 出 孔 生物 群 集を横成 するサツマ オオリ厶シは､ 水深10 ０m以 浅に生息 する

サツマ ハオリ厶シは.3 年以 上にわたり飼 育を継 続しているか.生殖腺の 退 化などが認められ､ 生理･

生態 学的 実 験を行う場 合の 大きな障 害となる そのため､常に 新鮮な､状態の良い サンプ ルを小 型

船 舶でも採 集可能な簡易 採 集システムを開 発すると 共に現場と同 様な 条件の 基にハオリムシを飼

育 するための 手法を開 発する



2.4. 深層水に関わる研究開発(図.8深層水)

深 層 水有効利 用が実 証され つつあり､これに伴って実 用 化を目 指した 事業 規模の 施設建 造の

要望 が高まっている｡ 取 水技 術につ いては 確立されつ つあるが､放 水技 術に関 する技 術開 発は 未

着手の状態である､ 実 用的な放 水技 術を確立 するためには､ 環境に調 和し､ かつ 海域の肥 沃 化を

高める技 術の開 発が重 要であることから､実 用的な放水技 術の 開 発に 資するためのフィージビリティ

ー･スタディーを行っている｡

日 本海に隣接 する富山湾では､300m 以 深に日 本海固 有水と呼ば れる特 異的な 水塊が存在し

て いる　平成7 年､富 山県に深層 水実験 施設が整備され､ 水産や 非 水産 分野 への 利 用研究が開

始されたので､日 本海固 有水の特 長をより明らかにすることが必要になっている｡そこで､富山湾の

日 本海固 有水の 微 量成 分や理 化学的 特性を把 握 すると共に､その 分布･変動 特 性を明らかにす

る。

駿 河湾は 海底が急峻であるので､ 深層 水利 用の 立地に 恵まれている｡静岡県は焼 津 市周辺 海

域 に深層 水利用のための 施設の 整備を計画しているため､ 駿河湾の 深層 水につ いて特性の解明

が必 要となっている｡そこで深 層 水の取 水立地およびその周辺 海城の 深 層 水特 性の科 学的 解明 、

並びにその 有効 利用法に関 する研究開 発を行う､、

3｡ 将来の海洋生態系調査研究への取り組み方
沿岸域は海洋 表¦鈿積の1 割にも満たないにも関 わらず､ 海 洋 全休の 生物 生産 皿の3 ～4 割を枳

っている点 で淘洋 生態系 哮突 から欠かすことができない｡ また涓r;!城を生物 多様性の 鬩面から捉



えると､人為的環境 破壊による多様性の 減 少が最も顕 著に現れる海域である｡このように沿 岸域は

最も人類活 動とも密接なつながりがあり､ここで生じる様々な生物活動は、人類 社会に影響を受 けた

り反対に及ぼしたりしている、

深 海域は海 洋生態系のな かで 最も種の 多様性の 高い生態系 が形成されている海域 である｡ま

た空間的な 大きさから多くの現 存量を包 含すると考えられており､海洋 生態系 研究 から欠かすこと

ができない部 分である｡更に､深海 域には 光合成生 産からの 独 立性 が高く､しかも大きな生物 生産

量をほこる化学 合成 生態系 が存在している。

しかし深海 生態系 研究は､ 潜水調 査船 等を用いた調 査により着手されつつあるものの｡ ほとんど

未着 手な領域である。

従って、最も効率的に海洋 生態系 研究を推進 するため｡

･より高精度･高密 度の理 解を必要とする沿岸 域

・末着 手領域である深 海域｡ 湧昇域

において｡

･生態系の 構造と機能に関 する研 究

･生態系の 活性 化による環 境修復に関 する研究

の2 課 題を実施 する

3｡1.生態系の構造と機能に関する研究

海 洋 生態 系のダイナミクスを明らかにするために､環境を含めた系の 構造と､系内 外を通じた物 質

循環 機能を解明 する､また、
得
られたデータをもとに生態 系をモデル化し､その 変動を予 測 する｡これ

らの研究を沿 岸域､深海域､ 湧昇域において実 施する｡

(¦) 分布･ 多様性の研 究

(2) 生物現 存量･生産 量の評 価

(3) 生物間･ 生物環境間 相 互作用

(､1)環 境適応機 能研究

(5) 生態系変 動のモデル化

3｡２.生態系の活性化による環境修復に関する研究

海洋環境の保全利用のためには､生態系を活性化し､その機能を維持することが求められる｡そ

こで本研究計画では海洋生物が持つ機能を活かし､地球環境の修復と損なわれた生態系の保全

に関する研究を行う、

これらの研究は､環境保全と人間活動（漁業｡ 農業､工業など）との調和や協調が求められる沿

岸域において実施する．

生態系の活性化に関する研究

生態系の修後に関する研究

3.3.海洋生態系研究に必要な手法･技術の研究開発

(1) 広域生態系変動観測システム

生態系変動とそれに関わる各種環境要因を長期間連続して観測し｡対象海域を定 量的かつ

時系列的に捉えるためのシステムを研究開発する。



(2) 科学潜水システム

･潜水利用研究者を網羅した科学潜 水ネッ卜ワ－クの整備､ 及び世界的な海中観測研究 ネッ卜

ワークとの連携｡

･科学潜水技術の 更新による､科学潜水マニュアルの作成､および健康管理システムの整備。

･海中において研究 者が使用する科学潜水用調査計測機器の開発。

･海中居住型研究室(海中研究室)の開発。

(3) 深海サンプリングシステム

深海生物を効平よく採集するシステムを開発する、

(･1)実験生態系研究システム

生態系の一部を隔離し､環境因子を人工的に制御して､その生態系もしくは素過程の応答･

変動の測定が可能な実験生態系研究システムを開発する、

(5) 深海サンプル･ジーンバンク

海洋生態系研究で取得したサンプルやデータを整理･保存すると共に海洋生態系研究成果

の公表も可能な啓蒙施設を併せ持つ｡ サンプル･ジーンバンクを整備する、

4｡おわりに
海 洋科学 技 術センターにおける海洋 生態系 研究は､以 上のような観点 から取り組むことにより､少

なからず 全海洋 生態系の変助 予測に寄 与することになり､地 球環境 変動による海洋 生態系 の長期

変 動予 測の 確率も高くなると思われる｡全海洋生 態系の 変動予測の 精度が向 上 することにより､海

洋環境問題､ 地球環 境問 題の 解決に寄 与できることは 勿論､ 持続 可能な海 洋の 開 発利用も可能と

なり､21 世紀の 食料問題の 解決に寄 与することになる｡また｡ 沿岸生態系 研究の成 果の技 術 化は、

人 類活動の 負 荷による生態 系の 破壊 拡 大を防 止し､あるいはすでに破壊された生態 系を修 復する

ことも可能にすると期 待される次 第である。



はじめに
1998 年度 前 半期に策定されたセンター長期計 画により､深海 研究 部の 今 後10 年間の 指針 が与

えられた､ 深海研究の環境として､1995 年3 日に海洋 最深部に到達した10,000m 級無 人潜 水機｢ か

いこう｣を始め､スーパーコンピュータ､深海調 在研究 船｢ かいれい｣､ 同 船舶に搭 載された多重 音波

反射探鉱 機､ 多数の自己 浮 上型海底 地震 計 群など､深海 研究の 槻能 が大幅に拡充された. また、

昨 年に引き続き､深 海研究に直 接閥 係する｢ 海底 下深部構造フロンティア研究( 以 下､フロンティアと

略 称する)｣ 機能の 充実など､研究 体制の 整備に大きな発展が有った､この 基礎に立って今後日 本

の 研究 環境の 変 化を考慮しつつ､ 研究計画の実 現に努 力し始めた､ 深海研究 部の昨 年度 後 半か

ら今年度現 在迄の活動 につ いて､ センターの 長期計 画の 方向に則り成果を報 告すると同時 に､ 世

界の 研究動向との 整合性に照準を合わせ 報告する、

１。海洋底ダイナミクスと地震発生プロセス

海洋底のダイナミックな地殻 変動は地震･火山･ 沖波など人 垣の 脅威となる現 象を引き起こすとと

もに､地球 環境に長期的 な影響を与える｡ 以 下の 様な内 容でプレートの 生成から消滅までのプロセ

ス及びその駆 動 力となる地 球深部のダイナミクスを解明 する為の 基礎 研究を行ってきた｡とりわけ日

本 周辺の地 殼変動については 総 合的な研究体制で､フロンティアと連携して取り組んでいる。

1｡1. プレートの生成プロセス

中央海 嶺は大 規模なマグマの噴出 を繰り返し､海中に膨 大な量の熱と物 質を放出しつつ海洋プ

レートを生み出している､この火 成活助は 水圏を通して地 球環境にも大きな影響を及ぼ すと推定さ

れている．

これまで主としてRidge Flux 計画( 科学技 術庁､振 興調 整費､ 平成6 －10 年度)の 下で. 大西洋

中 央海嶺と東太平洋海膨に重点を置いて潜 航調 査､地 球物 理調 査.熱 水の地球 化学的 調査を進

めて来た､この内 東太平洋海膨では､熱 ／物 質の 放出の 定 量的 見積を目指している､この調 査の

精 度を上げ､ 溶 岩の噴出 量などの火山 物 質の 生 産 量やそれに起因 する地球内 部からの熱の 放出

量の 見積精 度の向 上を行い､また熱 水に 依存する化学 合成 生態系 の 研究とも関 連 付けて調 査を

継 統. 発展させてゆく.これまで調 査が極めて少なかったインド洋の中 央 海嶺は 全 世界の中 央海 嶺

の内の 大きな部 分を占 め､平均的に拡 大速 度が最も遅い､.断 裂帯やその 付近の 海台などに､地 下

深 部の( マントル)物 質が姿を現 わしている　それらを研究し､将 来の超深部 掘削 計画に結び付ける

必要がある．

1｡1.1. 超高速拡大軸(東太平洋淘膨):

はRidgeFlux 計画により複数の 他研究機関の 研究 者と協力して｢ よこす か 」.｢しんかい6500｣

とともに海 底長期観 測装置( マナティ)などで長期{1 年間 ）観測を実 行した(1997,98 ）その観測の

後半部を支援 するためにアメリカNSF よりAtlantis号( 母船) とAlvin( 深 海潜 水調 査船)を安 価では

あったが有料で 便宜 供与を受けた(1998)　事に拠り､実験は略 完全な成功を納めた



1｡1.２.低速拡大軸{ 大西洋中央海嶺､南西インド洋海嶺):

199８年5 月-12 月に掛けて｢ よこすかIと7しんかい6500 を､横 須 賀{センター）→Panama → 大

西洋中 央海 嶺→Lisbon → 大西洋中 央 海 嶺→Lisbon →Suez →Mauritius → 西南 インド洋海嶺→

Mauritius →西南 インド洋海嶺 →Mau ｒilius→ 横 須賀{センター)の 順序で 合計4 節の 世界 一周航海

による潜 水調 査を行っ た（図1 に示 す 丸が概ねの 位置 ／なおここには ハワ イも入れてある) 潜 水調

査はInterRidge  (世界の 研究 機関 連 合）の 参 加による2節と・ＪＡＭＳＴＥＣ-ＷＨＯＩの 共同{MOU) に

拠る2節 で構成した これは1994 年のMODE'94 （ＪＡＭＳＴＥＣ･ＷＨ０Ｉ) の成功を発展させたもので

ある 今回 はAtlantis Fracture Zone とAtlantis Bank で広範囲にわたり.かんらん 岩.はんれい岩

の採 収が行われ.またマントル物 質が断層沿いに変形している断 層 岩 (Milonite｝も採取された イ

ンド洋海 嶺では 末だ現役の熱 水噴出孔 が見つ かっていなかったので､ 今回の調 査で或いは発 見さ

れる可能性もあったが､結 果的には駄 目であった　今後国際的な 先陣 争いが 行われるで 有ろうが目

視による発見は時間の問 題と思われる

1｡1.3. 背弧会盆形成のテクトニクス:

背弧 会 盆は 中 央海 嶺とは違 った形で海洋 底が作られており.海洋プレートの沈み込み帯の 後ろ

側に 形成される　背弧 海 盆 型拡 大軸（沖縄トラフやフィジー海 盆)での熱･ 物質循環ならびに地殻 変

動 様態を研 究する為に 今年度はマリアナトラフ.フィジー.フィリピン海北－ 南部からハプアニ ュ－ギニ

アに渡り調 査航海を行った 船舶としては 主として 「かいよう」
丶
「かい れい( 単独行動 ｝]・「なつしま}

と しんかい2０００ 及び ドルフィン３Ｋムが使われた

1,２, ホットスポット域のダイナミクス

地球 深 部からのマントルプリュ ームを起源とするホットスポットは、多くが 太 洋城 に分布しており、

また､ 多くのホットスポット起源の 海台･海山 群が 分布している とりわけ､ ハワイは地球 上で最 大のホ



ツトスポッ卜であると同時 に,活 海山としては 最も活動的 かつ 最大級のものである．

研究にあたっては日 米を中心として船 舶. 有人潜 水船を利用した国 際 共同 研究 グループによる

｢中 部 太平洋 イニシアティブ｣ を確 立することとし,その 一環として. ハワイ大学 等との 共同 研究 体制

によりハワイ周辺での 調 査研究を実 施した.

｢かいれい｣と｢ かいこう｣は 本 年度 夏期に ハワイ付近で2 節の調 査研究航海を実 施した(図1 を

参 照して 下さい）。主としてハワイ本鳥 南西部に伸びる海底 火山,ロイヒの 活 動の調 査とハワイ本島

の 東北 東の火山 斜 面崩 落に伴う火山 体深 部の 構成物質を探収し,また崩 落の 規模 等を推定 する

ための 高精 皮地 形調 査を行った．

研究計画に拠 ればこの地域で 来 年度には潜 水
調 査
船｢しんかい6500｣ を使った本 格的 な火 山

体 基盤 部の目 視調 査が実 行される予定である，

1｡３.プレ ートの消滅と地震発生プロセス

海 洋 プレートは 海 溝 で沈 み 込 む際､ 力学 的､ 化学 的 変 質 作用を強く受 け､ 激しく変 形 破 壊を蒙 る｡

それ に 伴い 海 溝 付 近で プレート間 で咄 々巨 大地 震 が 発 生 する､ それ は､ 多くの 場 合 津 波 を伴う｡ さ

らに､ そ の 力 学的 作 用 により海 溝 から離 れ た日 本 列島 内 陸 部にも広 城 的 な 歪 み の蓄 積をもたらし、

時として内 陸 活 断 層を活 性 化させる。 一方､ 沈 み込 みに什う物 理･ 化学 作 用により｡ 沈 み込 むプレー

トの 一 郎は 溶 融し､ 一 部 は 火 山 性 噴 出 物 として 地 表に 戻 る｡ かくして､ 沈 み 込 みに 伴う変 動は､ 地

震 や噴 火を伴 い､ 時 に 被害 をもたら すことから､そ のメカニ ズムの 解明 が 急 がれ てい る､ これらの 観

測によって 得られる海 溝 域 の 構 造､ 変 形､ 物 性､ 応 力･ 歪み のデ ータから､ スー パーコンピュータなどを

用い てプレ ート沈 み込 みに 伴う地 震 発 生 予測をモデ ル 化す るのがフロンテ ィア の課 題 の 一つ である

が､ 深 海 研究 部との連 携による観 測 作 業が急 速に 行 われて いる
。

今 年度 は｡ 三 陸 沖｡ 茨 城 沖､ 室 戸 沖､ 徳島 沖 等 の海 溝 ／トラフー陸 部 分に 至る構造 をマ ルチチャ

ンネル 反射 法 探 査と海 底 地 震 計 広 角 反 射･ 屈 折 法を組 み 合 わ せ た地 下 深 部 構造 探 立によって 詳

細に イメージングした｡ 室 戸沖 での 探 査 結 果 の 例を図2 に示 す｡ これらの 成 果を通じて 得られ た地 震

発 生帯 の 概 念を図3 に 描く､ この 図 中 には 過 去 の( ＤＳＤＰ・ＯＤＰに拠 る) 掘 削 の実 績 がＥＮＴ０１･03，

Ｈｏｌｅ８０８と示してある､2000 年度 のＯＤＰ
計 画
孔 がNon･rise hole として､ またＯＤ21 の掘 削 孔をRiser

hole として 概略 が示してある。

南 海トラフの地 震 発 生帯 へ の挑 戦 は 日 本を軸 にアメリカのSEIZE( ＭＡＲＧＩＮ) 計 両 に 繋がり､ や

がて はOD21 の 最 初の ターゲッ卜として 認 定 されてい る､SEIZE 研 究 グループは 来 年 度､ ３次 元探 査

用の ＭＣＳシ ステムを搭 載したM.  Ewing 号をこの地 域 に派 遣 する､ これ に 対して は 文 部 省
・
科 学 技

術庁 を中 心として 協 力 研 究 体制 が敷 か れ た｡ センターからは「かいれ い ］が同 時 実 験 の 為に 派遣 出

来る様 に 努力して いる｡ なお､ ここで 得 られるデ ータは 参 加 研究 機 関 の 共有 との 約 束で､OD21 の 事

前調 査資 料の 意味 も兼 ねている。

なお 関 連 の深 い ケーブ ル式 海 底 長 期 観 測 システム( 地 震 計を 含む) につ い ては 後の 項 目 で紹 介

する、

1｡４. 地球深部のダイナミクス

地球 表面での 様々な地 質現 象を説明 するために､ 全地球 規 模で 多種 多様な観測を実 施し､これ

ら観測デ ータを同 時に取り扱うことによって､ 核･マントル境 界から地 去に到るまでの地 球内 部構造と

大規模な運動･物 質輸送 過 程を明らかにすることが必 要である.今 年度は 今までの 針画を継 続して、



海底地形の凹凸､ 海 嶺などの地 殻の 異常 などを定 量的に把 握する為に南 西諸島 の 一部(宮 古／

久 米島: 基線 長220km) でＤＧＰＳ観測を行い5 年問の 平均 伸びが約10mm/year であるらしいこ

とを突 き止めた.しかしデータ量の 不足と解 析の 不 十分なことは 今後の 反 省材料である 今後この

計測は 大学ＧＰＳ連 合に拠り継続され､ 京都大学が引き受 けて 下さるものと理 解している、



2｡ 今年度の行動一覧(深海研究部の調査活動)

海域 テーマ

｢しんかい6500｣

大西洋中央海嶺

インド洋

海嶺の地下構造及び上部マントル物質の研究

ＴＡＧおよびＲａｌｎｂｏｗサイトの熱水活動の畔細研究

南西海嶺部地下構造マッビングと然水サイトの発見の試み

アトランティス断裂帯での地殻深部／マントル物質の研究

｢しんかい2000｣

伊豆･小笠原

南西雛鳥

日本海

南海トラフ

北郎弧に分布する海底カルデラの活助､構造物質の研究

奄美海台衝突による現球弧変形の歴史､伊平屋熱水地域探査

富山トラフ形成のテクトニクス

東縁部の歴史地震､空白域の同定､地震ポテンシャル判定

同じくこの海域での海底構造圃査

海底活断層､変位､ガスハイドレート､斜面崩壊の研究

｢かいれい十ＭＣＳ｣

三陸沖日本海溝

福鳥沖日本海溝

室戸沖南海トラフ

徳鳥沖南海トラフ

い　ず　れ　も

地下深郎地震波構造探査､海庇地震計を用いた屈折法

構造探査に基づく地震発生帯の決定

｢かいれい｣

ハワイ沖海底火山

北部フィリピン海

ＰＮＧ北郎海域

ハワイ火 山の火 成 活動調 査と火山 体の 基盤 物質研 究

セントラルベ ーズンフォールトと海底 発遭のテクトニクス

地震 地滑りに関 する海底 地形調査

｢ かいよう｣｢よこすか｣

南西諸鳥 地震地滑りに関する海底地形調査､ケーブル敷設実験



３。「かいれいJ Multi-channel Seismic Profiler (MCS) と

海底地震観測（ＯＢＳ）システムの整備
センターのＭsｃは 平成6 年度に以 下の 様な仕 様で整備され､「かいれ い｣に搭載され 爾来大きな

成 果を 上げてきた. 日 本海 北海道西 沖､同 新潟 沖､ 太平洋三陸 沖､ 福島一茨城 沖､ 東海 沖､室戸

沖､ 徳島 沖など､昨 年までは 石油 資 源関 係の 資料でしか見ることの 出 来なかった海域の イメージが、

大量にしかも地 下深部(10-20km) まで獲 得され始めた. 史に 今年皮からは｢ かいれい｣ その 他の船

舶に搭載出 来る自 記式 自己 浮 上 型OBS が多く整備された.これにより音波 構造 探 査で広 角反射

や 屈折波の調 査がセンター単独でも行えるようになり､ 構造 探 査の精 度が飛躍的に 上がり始めた、

後述のOD21 では日 本の 南岸沿いの 地震 発生帯を掘削して
丶
直接或は近接して地震と地殻変動

に関 わる観 測を 行い､ 地 震 発 生の モデ ル,あるいは 予 測を 可能 に導くことと 提 言され ている

(CONCORD 会議 報 告･1997). その ためには地震 構造探 査の 精度を更に良くしないとならない.

即ち地 下深 部が少なくとも20･30km までは 確実に イメージ出 来ないとならないが､現 在のＭＣＳでは

まだそこまで到達 することは出 来ないと思われる､0D21 の現 実味 が出てきたこの頃 を見計らって、

ＭＣSを更に性能向 上させることの 必 要性が認識され､ 今年度の 改造に拠って次の 仕様を持つよう

に改める為､ 現 在改造 工 事に 入りつつある. 要点 はストリーマを長くし､ガンを大きくして深 部 構造 仕

様にした、

比較 改造前 改造後

Streamer 全長

Ｃｈａｎｎｅｌ数

重合数

Penetration depth

3500 m

120 ch

30
約10km(注2)

4400 m

156 ch

20(注1)

10数キロ

Shot interval

観測時船遠

Ｇｕｎの容積､数､空気圧

Air吐出量

5０ｍ

４ knots

全16  liter (×4 本)

140 気 圧

２４ ｍ'/ｍｉｎ(×2 台)

1００ ｍ(注3)

(変らず)

片舷21 liter (×4 本)( 注4)

(変らず)

24 mｙｍｉｎ(×3 台)

（注1）ガンを左右舷交互発振するため同時に2測線観測可能。1測線当たり20 重合｡ 改造前に

比べ重合数がおちている分､ガンの容量を増やし深部構造探査仕様とした。

（注2）三陸沖日本海溝での実績値。

（注3）ガンを交互発振するため片舷の測線で100m 間隔となる｡ 両舷合わせると５０ｍ間隔。

（注4）これを左右舷に張り出す｡左右舷ガン間隔100m 。



4｡ ケーブル式海底長期観測システム
科学技 術 庁による「日 本における地震調 査 観 測の 基盤整 備｣ の一 環として､ 海溝に 表題システ

ムの 敷般を実 行している 第一 号機は1997 年度に室戸沖に完 成した. データは図４に示 すような経

路で気 象庁 大阪 管区 飢 象台 ）に配 信され､ 大学 等の 研究 機関にも提 供されていると報告されて

いる､ なお高 知 大学 からは敷設. 周 辺 調査 等に関して絶 大なるご 協 力を頂いた. 同 大とは継 続的

に､システムを利用した共同 研究も御願いして 居る.昨 年度､ 深 海こしおりえび､の 脱皮 行動の 珍し

い映 像が得られた. なお 地震
計 測
においては周辺の震 源決 定の 粘度 が確 実に上 がった(フロンテ

ィア資料に 基づく).

二号機以 下は 三陸､ 北淘道､ 秋田 ／ 新潟､ 和歌山 沖の 何れかを設定していたが､ 今のところ北

海道 東南冲の地域に敷設するべく努 力を行っている．一案として図5 の 様な配 置を提案しているが、

平成10 年12 日 未日現 在､まだ地 元のご理 解を完 全には頂けていない ．

５．。Ｄ２１とIODP

センターが1990 年頃 から11張してきた､ライザー装 備の 人型掘削船 構 想は. 漸く准 展が 兇られた ．

今までの 描n･l研究の 麗 史を筒liiに図6 に示 す ．今回はアメリカのｎ 学掘 削 船 拷gJ の■ 史に 真似

て､Ｈ 学鬩突 の必 硬性から掘削 船の 建造に誘導 する道を嘔んた これは 今までのセンターの ハード

ウ.ｔアの 建造６･干とは巽なった遇 程を探-Jた1試みでもある この 計 画にf･1いては.1997 年811？H 内

閣 総理 大1;1決定 による｢lllの 研究間 発 全鍛に 共通 するdf 価と実 施………指Xl｣ にしたがりて. 航

空･電:f 等技 術審 議 会／地 球科学 部 会のIJ に､;f価委tl 余(委Ｕ:国内6 名､レビ-I"ｱｰ: 川内･lg.

外国2 名)が､ａけられ､7 －11 1'1に5 岡の評 価 会議が持たれた」11-130H: こ上J【j地 球 科学 部 会jlil

じく12r】711に航電 審に於いて審破され.内国に側 告された．
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事業として新たな展 闘を見るべく努力が続

けられている国 際的 にあるべきスキーム

の 概 略として図 ７の 様な国 際 運 営 組 織

(lntegnted Ocean Drilling Program) が

提唱されている､2003 年を目 指 す計画で

あるが､それまでに準備しておかなくてはな

らないことが幾つ かある。

組 織に関 するものの 他､ 経費､ 運 航( 運

営)､ 研究 支援の組織 化はその内でも基本

的な項目である､ 今後IODP 関 連 機能を通

じて研究していく必 要が認められる。別に、

センターでは 先行的 に幾つ か の準 備を始

めている､その 一つが 上述 のＭＣＳやケー

ブ ル式地 震観測関 連システムの整 備であ

る｡そのほか掘削 先端ツールの開 発､或は

掘 削 孔 再 利 用 の 為 のROV  (Fly･in

Rcentry) 等は､ 作るだけでは覚 つ かない

ので､ 現行のＯＤＰの設 備などを借りながら

海域テスト、孔内 テストを繰り返す 必要があ

り｡この意味 に於いても現 行ＯＤＰの協力

が必要である、

紬め

深海研究部では1997 年度まで､ 全国の

研究 者に対して深海詞査研究船運航の科

学側面支援( 研究計画 立案｡研究船舶配

備､ 研究者の 事務手続等)を行ってきた。

1998 年度から研究業務部が整備され｡また

各種検討 委員会も再整備されて活動を始

めたので､深海研究部は本来の研 究目標

に専念すべく方向転換を行っている｡また

他の報告にあるように､地球変動(更に整備

の予定) 研究の 一部としてフロンティア研究

も加速されてきた(開始:1996 年)ので､海

底地震研究の 一部をフロンティアに任せる

事が出 来た｡ 今後､深海研究部は､主とし

て 更に深 部､ 広域､ 長時 間のデータを取

得／解析し｡物理的解釈を行うための研究

活動に専念する方向であり､皆様からの暖

かいご支援を御願い致します｡



カリフォルニアエ科大学・地震研究所教授　金森栂雄

地球 科学の面白 味の一つ は､ 地震. 火 山､ 大気と海 洋などの 壮

大な自 然の 営みに 係わる基礎 科学を解 明していくことにあるが、

一方で､これらの 現 象は 様 々な 災害を惹 き起こすので､ 地 球 科 学 者は 。

人々の 幸福と女車のために､培ってきた科学的 知識を有効に活 用したいと

いう願望を持ち続けている｡しかしながら残 念なことに､これらの 自然現 象は

極めて 複 雑なために､ 有効に「活 用｣ することはこれまで容 易ではなかった

更に､人規 模な人口 集中によって､ 我 々の 居 住環境は急速に変わりつつあ

り､ 最近､ 人 都市は自 然 災害の影響を受け易くなっている｡このような状況

におい て､科学 的 知 見を最 新の技 術を用いて効 果的 に活 用できるように、

科学と技 術を調 和させることは極めて 重要である。

本講演においては､ 幾つ かの最近の 事例をもとに､この｢ 調 和］がいかに効

果をあげることができるかについて述べる。



海洋技術研究部長　藤田俊助

１。はじめに

海洋技術研究郎は､深海潜水調 査船､無人潜水機､海洋観測ブイ等各種の海洋測査船､海洋

奴測機器の開 発並びに水中 音響技術等各種海洋観測に共通で重要な先進的基盤技術の開発

を通じて､海洋､ひいては地球を知るための 手段を提供してきた｡海洋技 術研究部の開 発したこれ

らの海洋調査船､海洋観測樋器並びに技術は､海洋科学技 術センターの研究 者のみならず､外部

の研究者にも広く用いられ高い評価を得ている、

海洋技術研究部では､これからも海底 下深部にある地球自身の情報を探る地球深部探査船､海

洋を広城に自動的に調査する長距離航行型無人潜水機の開発､エネルギーをはじめとする広大な

海洋資淵を仔効利用しようとする沖函? 休式波力装霖の開発､ 水中音響､ 水中映 像等の基礎技

術開発を通じ海洋･地球科学技術の進展に寄与する事を目指している。

2｡ 現在実施中の技術開発

２。１．地球深郎探査船
深 海掘削 船は､ 海底 下深 部まで掘削し地 球の睦 史をとどめる海 底堆 積物､ 地辺さらにはマン卜ル

に至る地球白身を構成する試 料の採収｡ 孔内 の物理 的･ 化学的 性 質､地震 波等地 球深部の現 況

を表すデータの収 集､調査を行おうとするものである。

深海掘 削による地 球深部の 探在は､ 米国において1959 年モホール計 両が発表され､以 来1968

年からはクローマーチャレンジャー号､1975 年からはジョイデ スレゾリューション 号により行われており、

これまでにプレートテクトニクスの実証､約1 億年 前の温暖な地球環境 の立証など多人な成 果をあげ

てきている｡当 センターが開 発中の深海掘削 船(地 球深部探 査船) は､ライザー掘削技 術､ 高度な船

位 保持システム(ＤＰＳ)の採 用､ 船体の 大型化等によって､より深く海 象が厳しい海で､噴出ガス等

に対してもより安 全に､地球深部 の調 査が行えるようにするもので､水深2.500m 、将 来的 には 水深

4,000m の淘洋においてその海底を掘削探 査する計画である。

なお､深 海掘削による地球深部の探 査は､従 来から国際 協 力により行 われており､本地球深 部探

査船も､完 成 後はジョイデ スレゾリューション号と分担して国 際 協力による地 球 深部の探査に 用いら

れることが 期待されて いる｡このため､ 地球深 部探 査船の 要目､ 性 能､運 用 等にかかる重要な項 目

については､適 宜国際 会議の場において各国 の
意 見
を 十分取り入れる様にしている。



2｡1.1. 深海掘削でわかること

(¦) ブランクトンや河川流 入物 質を順序よく

保 存する海 底堆 積 物を調 査することに

より､過 去の 気 候､ 海洋 環 境 生態系 の

変化がわかり､今後の地球温 暖 化をはじ

めとする気候変動 等の 予測 に必 要なデ

ータが得られる．

(2) 海洋 性 地殻 からマントルに至る物 質を

採収､ 分析し.また.孔内 の 地 震 波 等を

観測すること等により海洋プレ ー卜の成因

やそのダイナミクス.地 般 変動プロセスの

解明 等が行 われ. 生きている地 球 の姿

が明らかになるとともに､地 震 の 発生メカ

ニズムの解明に 有用なデータが得られる．

(B) 炭 化水素 存 在域 の掘削 により､特殊環

境に 生息 する未知の生物 や新しい 資源

の探 求が行われる、

2｡1.２. 地球深部探査船に関する主な技術開発課題

(1) ライザー掘 削技 術

ライザーはドリルパイプを囲む形で配 置した管で､これにより、

･泥 水循項が可能となる

･地 層に最適なビットヘ 交換 等のための 再挿 人､ケ－シングの挿 人等 が容 易となる

･防 噴 装 置の 取り付けが可能となる

･ドリル パイプ内 径を超える計測 器が降ろせる

等の繊能を持たせることができるようになる　泥 水循環は､ 泥 水比 重を人きくすることで地 層圧

力とバランスさせ､さらに泥 水成 分が孔 壁を強 化し､堀 暦をスムーズに排出させることによりより

深い掘削 を可能とし､防 噴装 置は噴出 ガス等による危険を防 止する事ができる．

ライザーを用いた科 学調 査用 深海掘削 船は､この地 球深 部探 査船 がはじめてであるが､ラ

イザー掘削 技 術自 体は石 油探査等のための海底掘 削に用いられており､特に新しい技 術で

はない､ しかし､掘削 する海の深さと掘削 深 度が従 来のものより 大きく､長 大なライザーとそれ

を取り扱う周辺技 術については開 発が必 要である.

(2) 高度な船位 保持システム

深海 掘削を安 全かつ 効率的 に行うためには.潮 流､ 波､ 風等海 上の厳しい 条 件 下において

も､船を定点 に維持 する必 要がある.通 常､ 衛 星測位(ＧＰs) 及び 音響 測位により船 位を測

定しつつ､プロペラ及び スラスターを用い 一定 範囲内に船 位を保持 するが､地球 深部探 査船

におい ては船 位の測 定に加え､ライザー傾 角を澗 定､これを制 御 対吸とすることにより､より効

果的 かつ 信 輔性高く船位 保持 することを検 討している、



(3) 効 率的 かつ良 質な試料の 採収システム

科学掘削に求められるの は､掘 削の際 に得られる試料(コア)であることが石油掘削と異なる。

このためセンターでは平成10 年度から3ヵ年計 画でコアビット､コアバーレルを中心とする試料

採収システムの開 発を進めており､良 質な試 料の採収､ 回収 率の向 上、あわせて掘削深 度の

延 伸を図ることとしている。

(ｌ)掘削孔 刊用システム

献料採取 後できる掘削 孔は､地 球深 郎の現状のデータを収 得する為の 格好の計 測地点とな

る｡しかしながら､深海にある小さな掘削孔 に必 要な計 測機 器を設 置することには非 常な困 難

を伴う｡センターではこれまでＲＯＶ開 発で培ってきた技 術を生かし､計測機 器を孔 内に確実に

般 置し､必 要に応じこれらの 機 器の計 測データを回収することのできる棚削 孔 利 用システムの

開 発を進めている。

2｡1.3. 地球深屬探査船の建造
センターでは､ 平成2 年度に地 球深部 探 在船の 検討を開 始し､ 平成9 年度までは調 査､解 析､ 設

計検 討等主としてソフトウェアの 検討を行ってきた。平成10 年度からは試 料採収 システム及び 掘削

孔 利 用システムの ハードウェアの開 発を行っており､平成11 年度には､地 球深 部探 査船の 建造に 着

手することとしている。

今 後の スケジュールは 概略次の 通りである。

2｡２.無人潜水機
センターでは､ 既にドルフィン3K( 最大運 用深度3.300m) 及び かいこう(同11.000  m) の2 機の 科

学 調 査用無人 潜 水機を開 発､運 用している｡また､海 底石 油関 連 施設においても､無 人潜水機 は

水中 般備｡機 器の 保守 整 備の ため広く用いられているなど､既に海中における調 査や 作業 のため

無くてはならないものとなっており､その技 術も確立されつ つある。

これらはいずれも海 上とケーブ ルによって結ば れ､ 無人機 潜 水機からの 水中画 像や制 御のため

の 信 号の 授受や焦 人 機潜 水機を動かす電 力の 供 給については､その ケーブ ルを通して 行われて

いるが､その最 大の 欠点 はケーブ ルの 存在が無人潜 水機の制 御を困 難にするだけでなく､その 長さ

により行動 範囲を制約されることである｡現 在､海洋調 査ニーズの多 様化と､技 術の進 歩が相俟っ



てこのような制約を持たない様 々な無 人潜 水機が開 発されつつある

センターが開 発中の無 人潜 水機は, 動 力を2次 電 池の形で潜 水機に保 有し両 像や制御信 号の

みを細い 光ファイ バーで伝 送するＵＲＯＶ７Ｋ及び動 力と信 号を伝送 するためのケーブ ルを 全く有し

ない自 律 型無 人潜 水機である

2.2.1. UR0V7K
ＵＲＯＶ7K は､ 母船と無 人潜 水機を結ぶ

ケ－ブ ルが､制 御信 号やテレビ画 像等の観

測データを伝送する直 径 約１mm の 光ファ

イバーのみであるという特徴を持つ 動 力

が2 次 電 池である為､ 水中における稼働時

間に制約 が生じるが.動 力供給 用のケーブ

ルがない 為.無 人潜 水船の 制 御が簡 単に

なるば かりでなくシ ステム全体 が簡 素 化さ

れている じＲＯＶ７Ｋは約7.000 ｍ までの

滞航 が可能 で. センターにおいては 主に深

海に､設置 する係留 シ ステムの監 視と 事故

調 査､し んかい6500 が危険 の恐 れのある

地帯を潜航 する場 合の 事前調 査 等に 用い

られる 予定であるが.それ以 外にもその特

徴を生 かし様 々な 分野で活 用されるものと

思われる

ＵＲＯＶ７Ｋの開 発は､ 同じ 細径 光ファイ

バーケーブ ルを用いた 最 大運 用深 度500  m

の｢ げんたつ500」の成 課を生かし 、平成7

年度に開始された 陸 上における機 器の動

作試 験､ 水 槽試験を経て､ 現 在実 海域 試

験 中であり､平成10 年12 月に2.000m の潜

航 試験を終 了している 最大深 度までの潜

航 試験は 平成11 年7 月の 予定である

2｡２.２.自律型無人潜水機( ＡＵＶ)

母 船と結 ぶ ケーブ ルを持 たない 無 人 潜 水機 である　氷解 域 海 底 火山. 熱 水噴 出 域 等 母 船 が接

近しにくく.或 いは 長 時 間 とどまれ ない 場 所におい ては. 単 独で 長時 間 航 行し､ 連 縫的 に 広い 範 囲

の､調 査観 測を 行う心 要があり､このような場 合に は 自 律 型無 人潜 水機{Autonomous Under water

Vehicle} が 必 要となる ＡＵＶは､ 予め 入 力された 命 令に 従 い､ 調 査海 城 を航 行し､調 査観 測を 行う

その 為には.
ＡＵ
Ｖに適 した

調 査
観 測 機 器 のほ か､ 長 時問 単独 で航 行 するための動 力源 及び 自 分

の 位 置を 正確に 知るための航 法 装 置 が 不 可 欠である

センターでは､ 平成2 年度 から海 底 静 止画 像収 集装 置､ 自 動 多段 採 水装 置 等ＡＵＶ用 調 査観 測

機 器 の 間 発を 行って きた　また､ 動 力 源 につ いては 平 成５年度 に1.5kW の 水中 機 器 用燃 料 電 池を



試 作し､実用 化に向 けた性能 試験を実 施している｡これらの 成 果をふまえ､平成10 年皮にはＡＵＶ試

験機の開 発に 着手した｡ＡＵＶ試験 機の 機要は次のとおりである。

(¦)主要目

(2) 開 発スケジュール等

ＡＵＶ試験機の開発､試験に引き続き氷海城での運用も考慮した航続距離3,000km 程度の

ＡＵＶ実用機の開 発を計面しており､そのスケジュールは次の通りである。

なお､ＡＵＶの研究開 発は､東京大学生産技術研究所及び海洋研究所と協力しつつ行う

ほか､アラスカ大学等国外の研究機関とも共同して進めることとしている。

２。３．沖合浮体式波力装置( マイティーホエール)

｢マ イティホエール｣ は､ 波浪エ ネルギーを吸 収してこれを電 気エネルギーに変換 すると同時に消

波による装 置 後方海城の 静 穏化､圧 縮空 気を製造しこれを用いた海 水の 循 環による海城 環境 の

改 善などを行おうとするものである。

2｡3.1.発電
｢マ イティーホエール｣の 概略は､図7 のとおりであり艮さ50m､ 幅30m､ 排 水量4,400t である｡ 前面

に配 置した空 気室に波で海 水が出 入りする際､空 気室 上部の開口 に生じる往復空 気流により､ター

図.６ ＡＵＶ 麗 発 スケジ ュール



ピンを回 転させ 発心する 空 気室は3 つ 有り､それぞ

れにタービンと発電 機が取り付けられている．発電

機の出 力は1 号機が10kW.50kW の 切り替え、２及

び3 号機はそれぞれ30kW となっており最 大110k ｗ

の 発電 が可能であるが、現 在設 置されている海 域

( 三重県 五ヶ所湾口 ）の 平均的な波 高1.0m< 有義

波高)では14k ｗと推定されている

なお､ 発電 機を駆動 するタービンは、往 複空 気流

を効率よく回 転エネルギーに変換 する為、特 別な整

流機 構を用いず往と複の空 気流に 対して同 一方向

に回 転 力を得ることのできるウェルズタービンが用い

られている．

2｡3.2.海域の静穏化

｢マイティホエール」は.波エネルギーを吸収し電

力に変えることから消波効果を有する　その消波効

果は固定式の消波堤と比べると劣るが､海 水の 交

換性を損なわず.水深にかかわらず設置可能である

という利点を持つ 静穏海域を造成するためには、

多数の［マイティホエール「を並べる必要があり､その

配置によって消波効果も異なる11 基の｢ マイティホ

エール」を用いたときの､配置と消波効果の関係は

図8 に示すとおりで波高を半分程度にすることが可

能である

2｡3.3.海洋環境改善

閉鎖件水域に於いては.底層海水の酸素が欠
乏し、生物の 生育環境 が悪 化しがちである.このような海城では、底 層 海 水を汲み 上げ拡 散させる

ことにより環境 改 善が可能となるが、その 為の取 水管に圧縮空 気を注 入し、上昇 する空気の力を使

って汲み 上げる方式 が、他の 方式に比 べ海中 部に機 械を配置しなくてすむ 分、信頼性 が高く保守

も容 易と考えられる.この 為、「マイティホエール」には波 力で起こした電 力により圧縮空気を製造する

為のコンプレ ッサ一を取り付け､ 一 方圧 縮空 気による揚 水効 果を確認 するための 模型実験を行って

いる

２。3.4.開発スケジュール

｢マイティホエール｣は、昭 和62 年から波エ ネルギー変換 効 率向 上の 検討 、係留 システムの 検討等

を行った後、平 成8 年から建造を開 始､ 平成10 年7 月に 三重県 五ヶ所湾口 に､設置された. 同9 月に

実験開 始式を行い､ 平成12 年３月までの 予定 で 実験を実 施中である



2｡４.先進的基盤技術

海 中環境の特 徴として水圧のほ かに､空 気(酸 素) が無いこと､ 水が電 波を通さないこと｡海中の

視界の悪さがあり､これらが海 洋調 査を行う上で様々な障 害となっている｡センターでは､これらの障

害の中で海 洋調 査をできる限り確実､かつ､ 効率的に実 施するため 先進的 基盤 技 術の 開 発を行っ

ている｡ 水中機 噐用動 力源としての燃 料電 池につ いては､ 前述のとおりＡＵＶ試験機に搭載の 予

定である｡このほか､これまでに水中 音響による計測､デ ータ転送技 術の開 発を行ってきており｡さら

に平成10 年度からは映 像技 術に関 する研 究を実施している。

2｡4.1.水中音響技術

電 波の通らない海 中において､音響は唯 一の 通 信手段であり､海洋調 査における水中音響技 術

の 重 要性 はきわめて 大きい｡ センターではこれまでも音響によるテレビ画 像伝送システム､水中のもの

を立体的 にとらえる3次 元ソーナー等の開 発を行ってきた｡ 現 在は海 上に設置されるブイや 船舶と、

その 周辺に艇開される観測機 噐との間 で観測データを伝送 する 音響 データ伝 送システムの開 発を

行っている。

深 海城に数 多くの観 測機 器を広 範囲に展開し､広域でかつ 長時間 にわたる観 測の 必 要性 が増

大してきており｡そこに蓄 積されるデータも大容 量になっている｡従 来､これらのデータの回 収は観 測

機 噐を引き 上げて 行われていたが､音響データ伝送システムでは観測 殿 器を引 き 上げずに､音響を

用いてデータを回 収することを目的としている。

本システムの 主な開 発項目は､ 長時 問 係留して使用するため消 費電 力を抑えること､観測船 から

の 雑 音がある中で 信頼性 の高い 伝送を行うこと､高 速通信を行うため多 重反射の 影響を除 去する

こと等である｡これまでに､ 消費電 力を抑えるためにハードウェア構 成が簡 単になるFSK  (周波 数遷

移変調)を､伝送の信 頼性を向 上させるためにHDLC(High･level Data Link Control procedure)

を用いたバケッ卜通信 方式 を採 用した試験 機を製作し､水深約3,500m の海 城で試 験を行っており、

直 線距離杓3.500m､8W から10W の出 力で15,00O バイトの データを約5 分で取り できることを確認し

図９　音響データ伝送システムの実海域試験



た｡ また､海中設 置機 器の ネットワーク化を 考慮して､中継 機能 を持たせ､その機 能も確認した｡ 今 後

は､通 信を高速 化することを目的 に､多重反射の影響を除 去するための研究を行うこととしている。

2｡４.２. 映像技術

センターの 所 存する潜 水調丘船､ 無 人潜 水機 は､その 調 査能 力も世界でも 一流のものであるが、

これに乗船｡ 或いは操 作して直に調査 観測を行う機 会を得る研究 者の 数はきわめて限られている

と言わざるを得ない｡ 従って､これらによる調 査観測の 際のデ ータ､とりわけ映 像データは大変 貴 重

なものである｡この 為｡センターではこれまでも潜 水調 査船に搬 人 可使な高性能 テレビカメラをNHK

と共同で開 発している｡現 在は潜水
調 査
船､ 無 人潜 水機でり た映 像データを可能な限り臨場感あ

ふれ､リアルに 再現 するため 複数のＴＶカメラと枚数のモニターを使用したパノラマ立体映 像を提 供

する技術の 研究を行っている。

3｡ 海洋調査技術に関する今後の展望
コンピューターをはじめとする技 術の進 歩は､地球規 模のシミュレーションを可 能にしつつあるが､シ

ミュレーションのためにはその 基礎となる膨 大なデータが必要である.また､これまでの海洋調 査をは

じめとする地球 科学の進 歩により､飢候をはじめとする地球 環 境が､非 常にデリケートなバランスの

上に成り立っていることがわかってきたが.その検証と適 切な対 策を検討 するためには､ より深く詳

細な調 査データの取 得が不 可欠である．

海洋技 術研究 部では､これまでその時点 で最 先端 の技 術を取り入れ調 査 観測船､ 観 測機 器を

開 発してきた､これらは 前述のような海 洋調 査に対する要求の増 大と､それに答えうる技 術の進 歩

が 相陶って益々高度 化し､ 大規模化している､当 部ではこれからもセンターの研 究 者をはじめとする

海 洋科学 者の要望を幅広く取り入れるとともに､その時点 における最新 技術を取り入れ､ 適 切な 海

洋調 査機 器を提供したいと考えている．



支援母船「なつしま」 有人潜水調査船｢しんかい2000｣ 無人探査機｢ドルフィン３Ｋ｣

支援母船「よこすか」 有人潜水調査船｢しんかい6500｣ 海洋調査船｢かいよう｣

無人探査機｢かいこう｣ 深海調査研究船｢ かいれい｣ 海洋地球研究船｢ みらい｣



海洋科学技術センターの機能と組織



海洋科学技術センター企画部計画管理課
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